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「産
構
法
」

に
基
づ
く
設
備
処

理
と
共
同
行
為

-

石
油
化
学
工
業
の
ケ
ー
ス
-

橋

本

規

之

一
 
は

じ

め

に

1
 

課
題
の
設
定

一
九

五
八
年

に
本
格

的
な
生
産
を
開
始

し
、
六

〇
年
代

に
急
成
長
を
遂

げ
た
日
本

の
石
油
化
学

工
業

は
、
高
度
成
長
を
支
え
た
産
業

の

一
つ
で
あ

っ
た
。
し
か
し
、
七
〇
年
代
に
入
る
と

一
転

し
て
断
続
的
な
不
況

に
苦

し

む
よ
う

に
な
る
。
と
り
わ
け
、
第

二
次

石
油
危
機

の
発
生

に
よ

る
経
済
環

境

の
変
化
は
、
化
学
工
業

の
中
核
を
占

め
る
石
油
化
学

に
も
深
刻
な
影
響

を
及
ぼ
し
、
石
油
化
学
工
業
は
八
三
年

に
制
定

さ
れ
た
特
定
産
業
構
造
改

善
臨
時
措
置
法

(以
下
、
産
構
法

と
略

す
)
の
構
造

不
況
業
種

の
対
象
と

な
る
。
原
料
ナ

フ
サ
価
格

の
高
騰
に
よ
る
海
外

企
業
と

の

コ
ス
ト
格
差

の

拡
大
、
国
内
需
要

の
不
振
、

ア
ジ
ア
地
域

の
工
業
化

に
伴
う
世
界
市
場

に

お
け
る
供
給
能
力

の
増
加
傾
向
は
、
わ
が
国
石
油
化
学

工
業

に
供
給
体
制

の
再
検
討
を
迫
る
こ
と
と
な

っ
た
。
供

給
能
力

の
観
点

か
ら
は
、
国
内

で

の
生
産
開
始
以
来

一
貫
し
て
拡
大
し
て
き

た
能
力

が
、
産
構
法

の
こ
の
時

期
、
は
じ
め

て
産
業
全
体
で
縮
小
さ
せ
る
に

い
た

っ
た
こ
と

に
歴
史
的
な

転
換
点
を
指
摘

で
き
る
。

本
稿

の
主
題
は
、
日
本

の
石
油
化
学

工
業

に
お
け
る
産
業

調
整
政
策

の

過
程
と
成
果
を
分
析
す
る
こ
と
で
あ
る
。
産

構
法
に
基

づ
く
構
造
改
善
計

画
は
大
別
し

て
二
つ
の
内
容
か
ら
構
成

さ
れ
て

い
る
。

一
つ
は
共
同
行
為

に
よ
る
過
剰
設
備

の
処
理

で
あ
り
、

い
ま

一
つ
は
共
同
販
売
会
社

に
よ
る

流
通

・
販
売

の
合
理
化

で
あ
る
。
本
稿
で
は
、
前
者

の
設
備
処
理
に
関
す

る
共
同
行
為

の
機
能
と
成
果

の
分
析
に
焦
点
が
当
て
ら
れ
る
。

設
備

の
共
同
処
理

に
つ
い
て
は
、
ア
メ
リ
カ
や

ヨ
ー

ロ
ッ
パ
と
の
国
際

比
較

の
観
点
か
ら
、
次

の
よ
う
な
評
価
が
な
さ
れ
て

い
る
。
す
な
わ
ち

、

共
同
行
為
は
短
期
間

で
確
実

に
計
画
通
り

の
設
備
処
理
を
可
能
に
し
た
が
、

そ

の
反
面
と

し
て
、
企
業

の
合
併
や
退
出
を
通
じ
た
産
業
組
織

の
再
編

・

集
約
化

に
は

つ
な

が
ら
ず
、
ダ
イ
ナ
ミ

ッ
ク
な
資
源

の
移
動
は
実
現
し
な
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か

っ
た
、
と

い
う

評
価
で
あ
る
。

こ

の
よ
う
な
評
価
は
事
実
と

し
て
概
ね
妥
当
と
言
え

る
が
、
問
題
は
設

備

の
共
同
処
理
と

い
う

対
応

が
、
当
時
の
状
況

に
対

し
て
合
理
的

で
あ

っ

た
か
ど
う
か
、
そ
し
て
そ
の
対
応

が
も

た
ら
す

コ
ス
ト
と

ベ
ネ

フ
ィ

ッ
ト

の
ど
ち
ら
を
重
視

す
る
か
で
あ

る
。
伊

丹
敬
之
氏

の
よ
う

に
、

日
本

の
化

学
工
業
に
関
す

る
国
際
競
争
力

の
弱
さ
の
要
因
を
探

る
と

い
う
視
点
か
ら

み
た
場
合
、
設
備

処
理
の
共

同
行
為

は
、
合
併

や
退
出
を
避
け

て
全
企
業

が
生
き
残
ろ
う
と

す
る
競
争

回
避
策

で
あ
り
、
既
存

の
産
業
構
造
を
残
存

さ
せ
る
も
の
と

し
て
、
否
定
的

な
評
価

の
対
象
と
な

る
。

し
か
し
、
こ
の
よ
う

な
評
価

は
、
資
本
と
労
働

の
流
動
性
が
低
く
、
市

場
に
よ
る
調
整

が
難
し

い
日
本

の
状
況
を
捨
象

し
た
も

の
で
あ
る
。
ま
た
、

石
油
化

学
の
産
業

調
整

に
関

し
て
、
欧
米

で
は
競
争
法
が
企
業

の
再
編
を

尊

重
す
る
か
た
ち

で
運
用

さ
れ
た
の
に
対

し
て
、

日
本

の
独
占
禁
止
政
策

が
同
様

の
立
場
を

示
す

こ
と

は
な

か

っ
た
点
も
看
過
さ
れ

て
い
る
(
3
)

。
当
時

の
石
油
化
学
企
業
を

み
て
も
、
共

販
レ
ベ
ル
で
の
集
約
化
は
求
め
た
も

の

の
、
企
業
自
体

の
合
併

に
よ
る
集
約
化
と

い
う
意
識
は
希
薄

で
あ

っ
た
。

設
備
処
理
の
共

同
行
為

は
、
資
本
と
労
働

に
関
す

る
制
約
、
お
よ
び
独

占
禁

止
法

の
枠
組

み
を
前
提
と

し
た
現
実
的
な
対
応
と
言
う

べ
き
も

の
で

あ

っ
た
(
5
)

。
さ
ら

に
、
当
時

の
石
油
化
学
企
業
が
直
面
し

て
い
た
競
争
環
境

を
考
慮
す

れ
ば
、

設
備

の
共
同
処

理
が

一
つ
の
合
理
的
な
対
応
策

で
あ
る

こ
と
が
理
解

で
き

る
。
当
時

の
石
油
化
学
企
業

の
競
争
意
識
は
強
く
、
企

業

間
の
激

し
い
シ

ェ
ア
争

い
の
た

め
、
販
売
価
格
が
平
均
生
産
費
を
下
回

る
状

況
も

み
ら
れ
た
(
6
)

。
産
業
全
体

で
は
処
理
す

べ
き
過
剰
設
備
を
抱
え
た

ま
ま
、
個
別
企
業

の
レ

ベ
ル
で
は
稼
働
率
と
シ

ェ
ア
の
維
持
を

目
的
と
し

て
生
産
を
継
続
す
る
と

い
う
、
非
効
率
な
状
態

に
陥

っ
て

い
た
。

そ

の
た
め
、
こ

の
よ
う
な
状
況
か
ら
脱
却
す

る
た
め
に
は
、
産
業
全
体

で
の
調
整
が
必
要
で
あ

っ
た
。
体
制
整
備
の
基
本
的

な
あ

り
方
と

し
て
、

ま
ず
資
本

・
生
産
関
係
を
軸
に
し
た
グ
ル
ー
プ
単
位

で
の
合

理
化
を
実
施

し
、
そ

の
対
応
を
基
礎
に
中
長
期
的
に
は
企
業

の
集
約
化
を

目
指

す
と

い

う
方
法
が
選
択
さ
れ
た

の
で
あ
る
(
7
)

。
設
備
の
共

同
処

理
で
は
、
非
効
率
な

生
産
設
備
を
残
存

さ
せ
る
こ
と
な
く
、
高

効
率

の
設
備

に
生
産
を
集
約
す

る
こ
と
が
意
図
さ
れ
た
。

こ
れ
ま
で
、
産
構
法

に
基
づ
く
設
備
処
理
の
共

同
行
為

に
関

し
て
、
そ

れ
自
体

の
立
ち
入

っ
た
分
析
は
十
分
に
行

わ
れ
て
こ
な

か

っ
た
。
本
稿

の

目
的

の
第

一
は
そ
の
不
備
を
補
う

こ
と
に
あ

る
。
具
体
的
な
調
整
方
式

や

経
済
的
な
機
能
の
分
析
を
試
み
る
こ
と
で
、
実
証
的
な
見
地
か
ら
共

同
行

為

の
意
義

を
明
ら
か
に
で
き
る
と
考
え

る
。

2
 

設
備

の
投
資

調
整

と
処
理
調
整

設
備
能
力

の
調
整
に
は
、
二

つ
の
形
態

が
あ

る
。

一
つ
は
設
備
拡
大

の

際

の
投
資

調
整
で
あ
り
、

い
ま

一
つ
は
設
備
縮
小

の
際

の
処
理
調
整

で
あ

る
。設
備

の
投
資

調
整
は
、
短
期
的

な
変
動
を
伴

い
な
が
ら

一
貫
し

て
需
要

が
拡
大
す

る
場
合

に
と

ら
れ
た
調
整
形
態

で
あ
り
、
既
存

の
設
備
能
力

に

全
体
と
し
て
ど
れ
だ

け
の
新

規
能
力
を

つ
け
加
え

る
か
と

い
う
内
容

で
あ

る

。
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こ
れ
に
対
し
て
、
設
備
の
処
理
調
整

は
、
低

い
経
済
成
長
と
需
要

の
伸

び
が
予
想

さ
れ
る
と
き

に
実
施

さ
れ
る
調
整
方
式

で
あ
り
、
既
存

の
設
備

能
力

か
ら
全

体
と
し
て
ど
れ
だ
け
削
減
す

る
か
と

い
う
内
容

に
な

る
。

い
ず
れ

の
場
合
も

、
設
備
調
整

は
、
需
給
予
測
と
何

ら
か

の
基
準

に
基

づ
き

、
過
剰
生
産

・
過
剰
能
力
の
発

生
を
防
止
あ

る

い
は
除
去
す

る
た
め

に
、
個
別
企
業

の
設
備
能
力
を
制

限
す

る
性
格
を
有
す

る
。
加
え

て
、

こ

の
よ
う
な
調
整
を
行
う
際
に
は
、
産
業

ご
と

に
審
議
会

や
業
界
団
体
を
通

じ

て
、
企
業
が
共
同
し

て
計
画
を
作

成
す

る
形
式
を

と

っ
て
い
る
。

こ
れ

は
、
企
業

の
側
か
ら
み
れ
ば
、
公
認
さ
れ
た
カ
ル
テ
ル
を
意
味
す

る
。

一
方
、
産
業
政
策

の
視
点
か
ら
み
た
と
き

、
設
備

調
整
は
、
企
業
行
動

に
政
府
が
介
入
し
、
政
府

の
期
待
成
長
率

の
範

囲
内

に
民
間
の
生
産
能
力

を
誘
導
し
よ
う
と
す
る
資
源
配
分
政
策
と
な
る
(
1
0
)

。
こ

の
よ
う

な
政
策

は
、

日
本

の
産
業
組
織

の
特
徴
を

「
過
当
競
争
」
と
設
定
し
た
考
え

方
と
不
可

分

で
あ

っ
た
。
民
間

の
生
産
能
力
を
誘
導
す
る
こ
と
で
、
過
剰
生
産

・
過

剰
能
力

の
発
生
を
防
止
あ

る
い
は
除
去
し
よ
う
と

い
う
政
策
的
判
断
で
あ

る
。
新
規
産
業

の
誕
生
期
あ
る

い
は
高
成
長
期
に
は
参
入

の
規
制
や
投
資

の
順
番
決
め
が

み
ら
れ
、
低
成
長
期

に
は
設
備
処
理
カ

ル
テ
ル
が
、
独
禁

法
と

の
調
整
を
経

て
、
形
成
さ
れ
た
。

設
備
処

理
カ
ル
テ
ル
に
は
、
投
資
調
整
カ

ル
テ
ル
と
は
異
な
る
、
固
有

の
問
題
が
あ

る
。
そ
れ

は
、
資
本
と
労
働

に
お
け
る
退
出
障
壁

の
存
在
と
、

設
備
処
理
負
担

の
合
意
形
成

の
難
し
さ

で
あ
る
。
後
藤
晃
氏
は
、
解
雇
が

困
難

で
あ

る
こ
と
、

お
よ
び
設
備

の
抵
当
権
が
設
定
さ
れ

て
い
る

こ
と
が

多

い
と

い
う

二
重

の
意
味

で
退
出

コ
ス
ト
が
高

い
企
業

に
と

っ
て
、
カ

ル

テ
ル
を
用

い
た
調
整
方
法

に

一
定

の
合

理
性

が
あ

る
と

し
た
。

設
備
処
理

の
合
意
形
成
の
困
難
さ
を
克
服

す
る
た
め
の
手
段
と
し

て
は
、

業
界
全
体

の
合
意
形
成
を
促

進
す
る
た
め
に
、
産
業
構
造
審
議
会
な
ど

の

利
用
が
あ
る
。
具
体
的
な
調
整
で
は
、
設
備

処
理
基
準

の
緩
和
な
ど
様

々

な
妥
協
策
が
と
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
産
構
法

で
は
、
ア
ウ
ト
サ
イ

ダ
ー

に
対
す
る
法
的
規
制
手
段
は
認
め
ら
れ
て

い
な
か

っ
た
が
(
1
2
)

、

エ
チ
レ
ン
設

備

の
共
同
処
理
は
、
処
理
率
三
二

・
〇
%
、
達
成
率

八
八

・
六
%
で
あ

っ

た
。

こ
の
よ
う
な
法
的
強
制
力
を
伴
わ
な

い
カ

ル
テ
ル
行
為

の
有
効
性
を

担
保
し

て
い
る

の
が
、
構
造
改
善
計
画

の
作

成
過
程
に
お
け
る
企
業

間
の

利
害

の
調
整

で
あ
り
、
具
体
的
な
処
理

の
形
態

で
あ
る
。

設
備
廃
棄

カ
ル
テ
ル
に
は
、
不
況
カ

ル
テ
ル
や
価
格
カ

ル
テ
ル
と

は
違

っ
て
、
資
源
配
分
上
有
意
な
ケ

ー
ス
が
存
在
す
る
こ
と
が
、
経
済
理
論

の

立
場
か
ら
も
指
摘

さ
れ

て
い
る
(
1
4
)

。
す
な
わ
ち
、
設
備
廃
棄

の
よ
う

な
問
題

の
場
合
、

一
方

の
企
業
が
設
備
を
廃
棄
し

て
産
業
か
ら
退
出
し
な

い
の
は
、

残

る
も
う

一
方

の
企
業

が
設
備
を
廃
棄
し

て
市
場
か
ら
退
出
す
れ
ば
、
残

存

企
業

の
シ

ェ
ア
が
高
ま
り
、
高

い
利
潤
が
得
ら
れ
る
可
能
性
が
あ
る
か

ら
で
あ

る
。

こ
の
よ
う
な
時
間
を
通
じ
た
序
列
競
争
が
あ
る
場
合
に
は
、

各

企
業

は
設
備

を
廃
棄
す

る
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
持
た
ず
、
価
格
を
通
じ

た
市

場
メ
カ

ニ
ズ

ム
の
有
効
な
資
源
配
分
機
能
は
期
待

で
き
な

い
。
こ

の

場
合
に
は
、
企
業
の
共
倒

れ
を
防
ぐ
た
め

に
何
ら
か

の
政
策
的
介
入

(共

同
行
為

)
が
意

味
を
持

つ
こ
と

に
な

る
。

本
稿
の
構
成
は
、
以

下
の
よ
う

に
な

る
。
ま
ず

二
で
、
産
構
法

の
枠
組

み
と
構
造
改
善

計
画
の
実
施
状

況
が
概
観
さ

れ
る
。
続
く

三
は
、
共
同
行
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為

の
実
態
と
経
済

的
な
成

果
が
、
そ
の
調
整
方
式
と
機
能

の
分
析
を
通
じ

て
、
明
ら
か
に
さ
れ
る
。
最
後

の
四
で
は
、
結
論
と
残
さ
れ
た
課
題
が
示

さ
れ
る
。二

 
産
構
法
の
枠
組
み
-

構
造
改
善
計
画
と
共
同
行
為

1
 
産
構
法

の
枠
組

み

一
九
八
三
年

五
月
、
「特
定
産
業
構
造
改
善
臨
時
措
置
法
」

(産
構
法
)

が
公
布

・
施
行

さ
れ
た
。
同
法

は
、
第

二
次
石
油
危
機

に
よ
り
深
刻
な
経

営

不
振

に
陥

っ
た
基
礎
素
材
産
業

の
活
性
化
を
目
的
と
し

て
制
定
さ
れ
、

七
八
年

に
施
行
さ

れ
た
特
定
不
況
産
業
安
定
臨
時
措
置
法

(特
安
法
)
を

改

正

・
延
長

し
た
法
律

で
あ

る
。

産
構
法

の
枠
組

み
は
、
以

下
の
よ
う

に
な
る
(
1
5
)

。
ま
ず
対
象
業
種

の
指
定

は
、
旧
法

の
特
安
法
と
同
様
、
数

お
よ
び
事
業
活
動

に
お

い
て
業
界

の
大

部

分

(
三
分

の
二
)
を
占
め

る
事
業
者

の
申
し
出

に
基
づ

い
て
行
わ
れ
る
。

候
補
業
種

に
は
法
定
候
補
業
種
と
政
令
候
補
業
種
が
あ
る
。
石
油
化
学
工

業

の
他

に
、
化
学
肥
料
製
造
業
、
化
学
繊
維
製
造
業
、
電
炉
業
、

ア
ル
ミ

ニ
ウ
ム
製
錬
業
、
合
金
鉄
製
造
業
、
洋
紙

・
板
紙
製
造
業
が
法
定
候
補
業

種
と

さ
れ
た
。

こ
の
七
業
種

に
は
、
緊
急

に
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る

と
判
断

さ
れ
、
か

つ
業
界

の
意
思
も
ま
と
ま

っ
て
い
た
た
め
で
あ
る
。

特
定
産
業

の
指
定
を
受
け

て
、
主
務
大
臣
は
関
係
審
議
会

の
意
見
を
聴

き

、
特
定
産
業
ご
と

に
構
造
改
善
基
本
計
画

(構
造
改
善
計
画
)
を
策
定

し
、
告
示
す
る
。
関
係
審
議
会
は
そ

の
際

に
、
主
た
る
事

業
者
団
体
と
労

働
組
合

の
意
見
を
聴
く

こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

も

っ
と
も
、
産
構
審
に
お
け
る
構
造
改
善
計
画

の
告

示

・
了
承

は
形
式

的
な
も

の
で
あ
り
、
実
際
に
は
そ
れ
ま
で
の
業
界
内

の
利
害
調
整

と

コ
ン

セ

ン
サ

ス
の
形
成
の
成
果
を
追
認
す
る
に
過
ぎ
な

い
。
産
構
法

の
制
定

に

先
行
し
て
個
別
産
業

の
政
策
が
形
成
さ
れ
て
お
り

、
ほ
ぼ
そ
こ
で
作

ら
れ

た
原
案

が
構
造
改

善
計

画

へ
と

つ
な
が

っ
て

い
る
。

産
構
法
に

い
た
る

一
連

の
構
造
改
革
論
議

は
、

八

一
年

四
月

に
通
産
大

臣
が
産
業
構
造
審

議
会

に

「
八
〇
年
代

に
お
け

る
石
油
化
学

工
業

及
び

そ

の
あ
り
方
」
を
諮

問
し
た
こ
と
で
開
始

さ
れ
た
。
以
後

八
三
年

五
月

に
産

構
法
が
施

行
さ
れ
る
ま

で
、
四

つ
の
関
連
答
申

・
意
見
具
申
が
な

さ
れ
た
。

ま
ず
、
八

一
年

一
二
月
に
先
の
諮

問
を
受

け
た

「中
間
答
申
」
が
提
出
さ

れ
、
半
年

後

の
八
二
年

六
月
に
は

「最
終
答
申
」
が
ま
と
め
ら
れ
た
。
そ

し

て
、
「
最
終
答
申
」

で
示
さ
れ
た
方

針
を
具
体
化
す

る
た
め
、

ワ
ー
キ

ン
グ
グ
ル
ー
プ
が
産
構
審

に
設
置

さ
れ
、

八
二
年

一
二
月

に

「
石
油
化
学

工
業

の
産
業
体

制
整
備

の
あ

り
方

に

つ
い
て
」

(以

下
、
「
提
言
」

と
略

す
)
が
化

学
工
業
部
会

石
油
化
学
産
業
体
制
小
委
員
会

の
提
言
と
し

て
出

さ
れ
て

い
る
。
同
月
に
は
こ
れ
と
並
行

し
て
基
礎
素
材
産
業
対
策
特
別
委

員
会
が
ま

と
め
た

「基
礎

素
材
産
業
対
策

の
あ
り
方

に

つ
い
て
」
も
産
構

審
第

六
総
合
部
会

で
了
承

、
通
産
大
臣

に
答
申
さ
れ

て
い
る
。

産
構
法

は
、
国
際
的

に
は
O
E
C
D
で
採
択
さ
れ
た
積
極
的
調
整
政
策

(P
A
P
)

に
則
り
、
国

内
的
に
は
独
占
禁
止
法

の
枠
組

み
を
前

提
と
し

て
、
保
護
主
義
と
過
度

の
集
中
を
排
除
し
た
状
態

で
、
立
案

・
実
施
さ
れ

て

い
る
(
1
6
)

。

同
法
は
、

五
年

間
の
時
限
立
法
と
し

て
、
八
八
年
六
月
三
〇
日

ま

で
に
は
廃
止
す

る
と
明
記

さ
れ
た
。
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表1 特定産業の指定期間と共同行為の有無

資料) 石油化学工業新聞社 『石油化学工業年鑑』1988年,50頁 より作成。

注) ポリオレフィン製造 業の具体的な製品は,低 密度ポ リエチ レン,高 密度ポ リエチ レン,ポ リプロ ピレンの

3種 類であ る。

以
上
が
、
産
構
法

の
主
な
内

容
で
あ
る
が
、
こ
れ
を
支
援

・

誘
導
す
る
た
め

の
財
政
お
よ
び

金
融
上

の
措
置
や
課
税

の
特
例
、

そ
し

て
雇
用
対
策
が
実
施
さ
れ

て
い
る
。

2
 

構
造
改
善
計
画
と
共
同

行
為

エ
チ

レ
ン
製
造
業
と
ポ
リ
オ

レ
フ
ィ
ン
製
造
業
は
、
八
三
年

五
月
三

一
日
に
産
構
法

に
基
づ

く
業
種
指
定

の
申
し
出
を
行

い
、

同
年
六
月

に
特
定
産
業

の
指
定

と
構
造
改
善
基
本
計
画

の
告
示

を
受
け

て
い
る
。

構
造
改
善
計
画
は
、
(1)
構
造

改

善

の
目

標
、

(2)

設
備

処

理

(新

増
設

の
禁
止

・
制
限

を
含

む
)
、

(3)
事

業
提
携

、
(4)
活

性

化

投

資

(原

材

料

・
エ
ネ

ル

ギ

ー
コ
ス
ト

の
低
減

や
高
付
加

価
値

化
)
、

(5)

技

術
開

発
、
(6)

雇
用
対
策
等

の
六
項
目
か
ら
構
成
さ
れ

て
い
る
。

(1)
 の
構
造
改
善

の
目
標
は
、

八
八
年
六
月
三
〇
日
ま

で
に
、
需
要
に
見

合

っ
た
供
給
体
制

の
構
築
、
お
よ
び
開
放
経
済
体
制
下

で
経
済
合
理
的
に

存
立
す

る
生
産

コ
ス
ト

の
実
現
を
図
り
、
安
定
的
な
経
営
基
盤

の
確
立
を

達
成
す

る
こ
と

で
、
国
民
経
済

の
健
全
な
発
展

に
貢
献
す
る

こ
と
と
さ
れ

た
。(2)

 の
設
備
処

理
を
行
う
際

に
は
、
通
産
大
臣

の
共
同
行
為

の
指
示
が
認

め
ら
れ
た

(産
構
法

、
第

二
章
第

五
条
)
。

こ
れ
は
、
事
業
者

の
自

主
的

な
努
力

だ
け
で
は
構
造
改
善
計
画

に
定
め

る
設
備

の
処
理
等
が
実
施
さ
れ

な

い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
、
主
務
大
臣
が
、
関
係
審
議
会

の
意
見
を
聴
き
、

公
正
取
引
委
員

会

の
同
意
を
得

た
う
え

で
、
共
同
行
為
を
指
示

で
き
る
と

い
う
も

の
で
あ
る
。
こ
の
場
合

、
指
示
を
受
け
た
業
界
は
、
共
同
行
為

の

協
定
書
を
作
成

、
履
行

し
、
結

果
を
主
務
大
臣

に
報
告
す

る
。
表

1
を
み

る
と
、
石
油
化
学
工
業

の
場
合

、

エ
チ
レ
ン
産
業
と
ポ

リ
オ

レ
フ
ィ
ン
産

業
が
共
同
行
為

の
指
示
を
得

て
、
設
備
処
理

カ
ル
テ
ル
を
結
成
し

て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
、

エ
チ
レ
ン
オ
キ
サ
イ
ド
産
業
と

ス
チ
レ
ン
モ
ノ
マ
ー
産
業

は
、
共
同
行
為

の
指
示
を
得

て

い
な

い
。
両
業
界
は
、
産
構
法

の
特
定
産

業
指
定
業
種

で
あ
る
が
、
カ
ル
テ
ル
を
結
成
す

る
こ
と
な
く
、
各
企
業

の

判
断
で
設
備
処
理
を
実

施
し
た
。

産
構
法

の
指
定
業
種

に
な
る
こ
と

で
作
成

さ
れ
る
構
造
改
善
計
画
と
、

そ
れ
を
踏
ま
え
た
上
で
必
要
と
判
断

さ
れ
た
場
合

に
実
施

さ
れ
る
共
同
行

為

の
特
徴
は
、
次

の
二
点
に
な
る
。

第

一
に
、
構
造
改
善

計
画
で
は
、
業
界
全
体

で
の
処

理
す

べ
き
量
が
明
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示
さ
れ

る
の
に
対
し

て
、
共
同
行
為

で
は
、
基
本
協
定
を
作
成

し
、
個
別

企
業

の
処
理
量
ま

で
明
示
さ
れ
る
点

で
あ
る
。
な
お
、
設
備

の
新

増
設
や

改
造

の
制
限

・
禁
止
は
、
構
造
改
善
計
画
の
段
階
で
与
え

ら
れ
て

い
る
。

第

二
に
、
共
同
行
為

の
指
示
を
得
る
こ
と
で
、
共
同
行
為

に
関
す

る
独

占
禁
止
法

の
適
用
除
外
が
得
ら
れ
る
こ
と
で
あ
る
。
な
お
、
指
示

に
従
わ

な

い
場
合

で
も
、
罰
則
や
制
裁
は
な
く
、
ア
ウ
ト
サ
イ
ダ
ー
規
制

は
、
民

間

の
自
主
性
を
尊
重
す
る
観
点
か
ら
導
入
さ
れ
て

い
な

い
。

(3)

の
事
業
提
携
計
画
に

つ
い
て
は
、
独
禁
法

の
適

用
除
外
と

は
せ
ず
、

代
わ
り

に
事
業
提
携
が
独
禁
法
上
問
題
な
く
実
施

で
き

る
よ
う

、
同
法
と

の
事
前

調
整
方
式
を
設
け

て

い
る

(第

二
章
第
十

二
条
)
。
具
体
的

に
は

、

独
禁
法
と

の
調
整
お
よ
び
税
制
上

の
特
例
措

置
等

、
国
の
助
成
措
置
を
希

望
す
る
事
業
者
は
、
共
同
し

て
事
業
提
携
計
画
を
作
成

し
、
そ
れ
が
適
当

で
あ
る
旨

の
承
認
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
る
。
承
認
の
前
後

に
は
、
公
取

委
と
主
務
大
臣
が
意
見
交
換
を
行

い
、
独
禁
法

に
抵
触
す

る
こ
と

な
く
事

業
提
携
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
取
り
計
ら
う

。
こ
う

し
た
プ

ロ
セ
ス
を

通
じ

て
、
事
業
提
携
が
独
禁
法
上
問
題

の
な

い
こ
と
が
確

認
さ
れ
、
事
業
者

は

安
心
し

て
事
業
提
携
を
進
め
る
こ
と
が
可
能
と
な

っ
て

い
る
。

3
 

設
備
処
理
に
関
す
る
内
容
と
そ

の
実
施
結
果

表

2
と
表

3
は
、
石
油
化
学
工
業

の
構
造
改
善

計
画
の
中

で
、
設
備
処

理

に
関
す
る
内
容
と
そ

の
実
施
結
果
を
示
し
た
も

の
で
あ

る
。

表

2
に
は
、
処
理
計
画

の
基
本
が
示
さ
れ
て

い
る
。

エ
チ
レ
ン
の
生
産

見
通
し
は
、
需
給
協
議
会
で
各

種
誘
導
品
の
見
通
し
を
積

み
上
げ

る
形
式

で
算
出
し

て
い
る
。
需
給
協
議
会

で
は
、
八
五
年

の
時
点
に
お
け
る
需
給

見
通
し

に

つ
い
て
、
楽
観
的
と
悲
観
的

の
二

つ
の
見
通
し
を
立
て
た
。

エ

チ
レ
ン
の
生
産

に
関
す
る
楽
観
的
な
見
通
し
は
三
八
〇
万
ト

ン

(内
需
四

〇
五
万
ト

ン
、
入
超

二
五
万
ト

ン
)

で
あ
り
、
悲
観
的
な
見
通
し
は
三
四

九
万

ト

ン

(内
需
三
八

七
万
ト

ン
、
入
超

三
八
万
ト

ン
)

で
あ

る
。
「
提

言
」

に
示
さ
れ
た

エ
チ

レ
ン
の
需
給
見
通
し
三
六
四
万
九
〇
〇
〇
ト

ン
の

数
値
は
、
両
者

の
平
均
を
と

っ
た
値
と
言
え
る
。
こ

の
生
産
見
通
し
を
基

に
、
適
正
稼
働
率

の
九
〇

%
で
割
り
引

い
た
年
産
四
〇
五
万
四
〇
〇
〇
ト

ン
が
、
八
五
年
時
点

に
お
け
る
適
正
生
産
能
力
と
さ
れ
た
。

な
お
、
八

五
年

の
生
産
実
績
は
四

二
三
万
ト

ン

(内
需
四
三
〇
万
ト

ン

輸
出

四
〇
万
ト

ン
、
輸
入

四
七
万
ト

ン
)
で
あ
る
。
八
五
年
の
実

績
と
比

較
す

る
と
、
原
油
価
格

の
予
想
外

の
下
落
等
に
よ
り
、
内
需

・
生
産
と
も

に
産
構
審

に
お
け
る

「
提
言
」
や

「
最
終
答
申
」

の
見
通
し
を

上
回
り
、

下
方
修
正
す

る
前

の

「
中
間
答
申
」

に
近

い
数
値
を
達
成
し
て

い
る
。

構
造
改
善

計
画

で
の
処

理
前
能
力
は
、

「提
言
」

で
示
さ
れ
た

八
二
年

八
月
末
能
力
と
同
じ

で
あ
る
。
た
だ
し
、
表

1
に
示
さ
れ
て

い
る
よ
う

に
、

ス
チ

レ
ン
モ
ノ
マ
ー
だ
け
は
、
構
造
改
善
計
画

の
企
業
間
の
合
意

形
成
が

遅
れ
た
た
め
、
特
定
産
業
指
定
日
が
八
五
年

一
月
と
な
り
、
八
四
年

の
生

産
能
力
を
対
象
と
し

て
い
る
。

ポ

リ
プ

ロ
ピ

レ
ン
は
、
設
備

の
過
剰
度
が
そ
れ
ほ
ど
大
き
く

は
な

い
と

判
断
さ
れ
、
設
備
処
理

の
対
象
外
と
さ
れ
た
が
、
低

・
高

密
度

ポ
リ

エ
チ

レ
ン
と
と
も

に
ポ
リ
オ

レ
フ
ィ
ン
事
業
と
し
て
、
産
構
法

の
対
象

業
種

に

指
定
さ
れ

て
い
る
。

こ
の
た
め
、
他

の
処
理
対
象

製
品
と
同
じ
く

、
産
構
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表2 「提言」で示された設備処理計画

(単位:千 トン/年;%)

資料) 産業構造審議会化学工業部会石油化学産業体制小委員会提言 「石油化学工業 の産業体制整備のあ り方に

ついて」(1982年)『 化学経 済』1983年1月 号107頁 。

表3 構造改善計画と設備処理の実施結果

(単位:千 トン/年;%)

資料) 通商 産業省 基礎産業局化学課資料 「設備処理状況」(1986年)(『 産構法エ チレン設備』 ファイル所収);

重化学工業通信社 『日本 の石油化学工業』1983年,1986年;各 社 『有価証券報告書総 覧』 よ り作成。

注) 1. 処理前能力 は,構 造改善計画 に示 された数値であ る。

スチレンモノマ ー以外 は,82年8月 末の能力。 スチ レンモ ノマーは,84年8月 末の能力。

2. 「提言」 と比較 して,ポ リプロ ピレンの生 産能力(処 理前能力)が,泉 北ポ リマー(83年10月 完成 ・

80千 トン)の 分 だけ増加。ポ リプ ロピレンの()内 の数値 は,泉 北 ポリマーの能力 を除外 した と

きの もので ある。

3. スチ レンモ ノマーの設備処理 計画 は,84年8月 末 の時点の能力1799千 トンの うち,26%に 相 当する

468千 トンを過剰設備 として処理す るとい うもの。

4. 達成率 は,処 理量/過 剰設備量(表2)で 算出。ただ し,ス チ レンモ ノマ ーの過剰設備量は,上 記の

468千 トンとした。

5. 設備処理量 は,85年 総能力-82年 総能力で算出 し,当 該期間の減少 と増加 を相殺 した ネッ トの値 とな

る。 ただし,ス チ レンモ ノマ ーの処理量 は,85年 総能力-84年 総能力である。
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法
施
行
期
間
中

の
新
増
設
は
禁
止
さ
れ
た
。

表

3
の
処
理

の
実
施
結
果
を
み
る
と
、
設
備
処
理
対
象

の
五
製
品

の
う

ち
、

エ
チ
レ
ン
と
高
密
度
ポ
リ

エ
チ

レ
ン

(H
D
P
E
)
が
高

い
処
理
達

成
率
を
示
し

て
い
る
。

こ
れ

に
対
し

て
、
低
密
度
ポ
リ

エ
チ
レ

ン

(L
D

P
E
)
や

エ
チ

レ
ン
オ
キ
サ
イ
ド

(
E
O
)
、

ス
チ
レ

ン
モ
ノ

マ
ー

(S

M
)

の
達
成
率
は
低

い
こ
と
が
わ
か

る
。

三
 

共

同

行

為

の
調

整

方

式

と

機

能

1
 
共
同
行
為

の
実
効
性
を
支
え
る
も

の
-

処
理
基

準

の
緩

和
と
設

備
枠

の
融
通

個
別
企
業
が
負
担
す
る
設
備
処
理
量

の
算
出
で
は
、
産
業
全
体

の
適

正

生
産
能
力
か
ら
、
各
社

の
シ

ェ
ア
に
基
づ

い
て
残
存
能
力
を

決
定

し
、
そ

れ
を
超
え
る
能
力
を
処
理
対
象
と
す
る
方
式
を
採
用
し
た
。
こ
の
残
存
能

力
枠
を
決
定
す
る
際

に
は
、

一
つ
の
基
準
を
全

て
の
企
業

に

一
律

に
適

用

す

る
の
で
は
な
く
、
次

の
三

つ
の
基
準
か
ら
各

社
が
任
意

に
選
択
す
る
こ

と
が
許
さ
れ

て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
(1)
八

一
年
八
月
末
の
設
備
能

力
シ

ェ

ア
、

(2)

八

一
年
生
産
実
績
シ

ェ
ア
、
(
3
)
七
九
-

八

一
年
の
三

ヵ
年

平
均
の

生
産
実
績

シ

ェ
ア
と

い
う
三

つ
の
選
択
肢
か
ら
、
各

社
別
に
都
合

の
よ

い

基
準
が
選
択
さ
れ
た

の
で
あ
る
。

こ
の
結
果
、
シ

ェ
ア
の
総
和
は

一
〇
〇

を
越
え
た
が
、
割
り
戻
し

て

一
〇
〇

に
調
整
す
る
こ
と
も

な
か

っ
た
。

加
え

て
、
設
備
処
理

の
際
、
あ
る
企
業
が
割
当
以
上
の
処
理
を

し
た
場

合

に
発
生
す
る
余
剰
分

の
能
力
を
、
設
備
枠
と
し
て
他
の
企
業
に
融
通
す

る
こ
と
も
、
設
備
処
理

の
方
法

の

一
つ
と
し

て
認
め
ら
れ
た
。

設
備
処

理
に
関
す

る
各
社

の
合
意
を
引
き
出
す
た
め

に
、

こ
の
よ
う
な

処
理
基
準

の
調
整
が
図
ら

れ
た
。

エ
チ
レ
ン
業
界

の
場
合
、
無
修
正

ベ
ス

ト

・
シ

ェ
ア
に
基
づ
く
残
存
枠
と
設
備
枠

の
企
業
間
融
通

に
よ

っ
て
、
設

備
処

理
の
合
意
を
可
能

に
し
た
が
、
ポ

リ

エ
チ

レ
ン
業
界

で
は
更
な
る
妥

協

が
要
請

さ
れ
た
。

特

に
高
密
度
ポ

リ

エ
チ
レ
ン
で
は
、
上
述

の
ベ
ス
ト

・
シ

ェ
ア
方
式

に

関
し
て
も
、
平
均
処
理
率

二
七

%
を
大
幅

に
上
回
る
日
産
丸
善
ポ
リ

エ
チ

レ
ン
、
新
大
協
和
石
油
化
学
、
旭
化
成

の
三
社
が
同
意
せ
ず
、
加
え

て
生

産
受
委
託
関
係

に
あ

る
昭
和
電

工
と
東
燃
石
油
化
学
と

の
間

の
シ

ェ
ア
調

整

問
題

が
浮
上
し

て

い
た
。

こ

の
た

め
、
処
理
達

成
率
を
各

社

一
律

九

五
%

へ
引
き

下
げ
、
さ
ら

に
全
体

の
処
理
達
成
率
を
九
五
%
か
ら
九
〇

・

二
%

へ
と
引
き

下
げ

て
、

そ
の
差
を
処
理
率
が
過
大
と
な
る
三
社

に
割
り

振

る
と

い
う
妥
協
案
を
提
示
す

る
こ
と

で
、
合
意
形
成

に
達
し
た
。

ま
た

L
D
P
E
に
関

し
て
も
、
直
鎖
状
低
密
度
ポ
リ

エ
チ
レ

ン

(L
-

L
D
P
E
)

の
新
設

に
伴
う
ポ

リ

エ
チ
レ
ン
の
ス
ク

ラ
ッ
プ
化
を
困
難
と

す

る
日
本

ユ
ニ
カ
ー
が
抵
抗

し
た
た
め
、
調
整
は
難
航
し
た
。
結
局
、

ベ

ス
ト

・
シ

ェ
ア
基
準
を
採
用
す

る
と
同
時

に
、
処
理
達
成
率
を
九
五
%
と

す

る
こ
と

で
合
意
が
成
立

し
た
。

こ
の
よ
う

に
、
法
的
強
制
力
を
伴
わ
な

い
共
同
行
為

の
実
効
性
を
担
保

し
て

い
る
の
が
、
構
造
改
善
計
画

の
作
成
過
程

に
お
け
る
企
業
間

の
利
害

の
調
整

で
あ
り
、
処
理
基
準

の
緩
和
と
、
設
備
枠

の
融
通
を
認
め
る
と

い

う
具
体
的
な
処
理

の
形
態

で
あ

る
。

個
別
企
業

が
負
担
す

る
処
理
量
は
、

エ
チ

レ
ン
の
場
合
、
八
二
年

一
二
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月
に
産
構
審

の
提
言
と

し
て
出
さ
れ

る
段
階

で
、
す

で
に
ほ
ぼ
合
意

に
達

し
て

い
る
(
2
6
)

。
通
産
大
臣

が
共
同
行
為

の
指
示
を
す

る
と
は

い
え
、
そ
れ
は

形
式
的

な
も

の
で
あ

る
。
し
か

し
そ

の

一
方

で
、
事
前

の
合
意
形
成
が
あ

る
に
も

か
か
わ
ら
ず

、
法
的
な
保
障
を
得

る
こ
と
は
、
事
前

の
合
意
形
成

に
関
す

る
互

い
の
信
用

の
限
界
を
示
し

て
い
る
と
も
言
え

る
。

共

同
行
為

の
指

示
を

公
式

に
得

る
こ
と

の
理
由
と
し

て
は
、

一
つ
に
は
、

先
述
し
た
よ
う

に
、
独
禁
法

の
適
用
除
外
を
正
式

に
得

る
こ
と

で
あ
り
、

い
ま

一
つ
は
合
意
内
容

を
正
式
な

カ
ル
テ
ル
協
定
と
す

る
こ
と

で
、
各
企

業
の
設
備

処
理
に
関
す

る
実
効
性

の
心

理
的
不
安
を
解
消
し
た

い
こ
と
と

考
え

ら
れ
る
。
こ

の
よ
う

な
認
識

は
、
当
時

の
政
府

の
側

に
も
あ

る
。

「
共
同
行
為

の
指

示
は
、
構
造
改
善
基

本
計

画
完
遂

の
担

保
手
段
と

い
え

る
」

「事

業
者

に
と

っ
て
は
他

の
事
業
者

が
設
備
処
理
を
行

い
か

つ
自
ら

は
行
わ
れ
な

い
場
合
に
最
も

メ
リ

ッ
ト
が
あ

る
こ
と

か
ら

お
互
い
に

疑

心
暗
鬼
に
な
り
や
す

い
こ
と
等

に
よ
り
、
事
業
者

の
自
主
的
努
力

の
み
に
委

ね
て
は
、
十
分
な
設
備

の
処
理

が
行
わ

れ
な

い
お
そ
れ

が

あ
る
」

エ
チ
レ

ン
や
低

・
高
密
度
ポ
リ

エ
チ
レ
ン
に
お

い
て
共
同
行
為

の
指
示

を
得
て
、
高

い
設
備
処
理
率
を
達
成

し
た
の
は
、
事
前

の
業
界
内

で
の
利

害
調
整
が
可
能
で
あ

っ
た
た
め
と
考
え

ら
れ
る
。

そ
れ
が
困
難

で
あ

っ
た

エ
チ
レ

ン
オ
キ
サ
イ
ド
や

ス
チ
レ

ン
モ
ノ

マ
ー
業

界
で
は
、
共

同
行
為

の

指
示
を
得
る
こ
と
な
く
、

一
部
の
企
業

の
み
が
設
備
処
理
を
実
施

し
て

い

る
。
詳
細
な
検
討
は
今
後

の
課
題
で
あ
る
が
(
2
9
)

、

エ
チ
レ

ン
オ
キ
サ
イ
ド
業

界
で
は
、
第

一
に
、
企
業
数

が
五
社
と
少
な

い
こ
と
。
第

二
に
、

日
曹
油

化
が
、
千
葉
工
場

・
四
日
市

工
場
と
も

一
系
列

で
、
比
較
的
高
稼
働
率
を

維
持
し
て

い
る
た
め
、
設
備

処
理
が
困
難

で
あ

る
こ
と

か
ら
、
共
同
行
為

の
指
示
を
求
め
る
こ
と
は
な
か

っ
た
。

ス
チ
レ
ン
モ
ノ

マ
ー
業
界
も
、

三

菱
油
化
と
住
友

化
学
が
す
で
に

一
〇
万

ト
ン
設
備
を
休
止

し
て
い
る
こ
と
、

電
気
化
学
、
新
大
協
和
石
油
化
学
な
ど

の
企
業

は
、
設
備

が

一
系
列

で
、

高
稼
働
率
な
た
め
、
部
分
処
理
が
困
難
と

い
う

こ
と
を
主

な
二

つ
の
理
由

と
し

て
、
共
同
行
為

の
指
示
を
得
て

い
な

い
。

2
 

設
備
処
理
と
枠
融
通

の
実
態

(
一
)
 
各
基
準

に
基
づ
く
設
備
処
理
量
の
比
較

表

4
に
は
、
各
処
理
基
準
に
基
づ
く

エ
チ
レ

ン
の
処
理
量
の
比
較

が
示

さ
れ

て
い
る
。
構
造
改
善
計
画
に
示
さ
れ
た
設
備
処
理
基
準
で
あ
る
処

理

量

(三
六

%
基
準
)
と
比
較
し
た
場
合

、
三
六
%
基
準
量
よ
り
も
実
際

の

処
理
量
が
少
な

い
企
業
は
、

一
二
社
中
六
社
と
な
る
。
産
業
全
体

で
み
て

も
、
実
際

の
処
理
量
は
、
能
力
枠
に
基
づ
く
必
要
処
理
量
よ
り
も
多

い
が
、

三
六

%
基
準

に
基
づ
く
処
理
量
よ
り
は
少
な
く
な

っ
て
お
り
、
基
準

が
緩

和
さ
れ

て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

必
要
処
理
量
と
比
較
し

て
処
理
実
績
が
多

い
企
業
は
、
三
菱

油
化

、
三

井
石
油
化
学
、
住
友
化
学
、
三
菱
化
成
、
昭
和
電
工
、
日
本
石
油
化
学

、

東
燃
石
油
化
学

の
七
社

で
あ
る
。
こ

の
七
社

の
企
業
は
、
三
〇
万
ト
ン
未

満

の
旧
式

の
中

・
小
型
プ

ラ
ン
ト
を
所
有
し

て
い
る
企
業
で
あ
る
。
こ
れ

ら
を
処
理
す

る
こ
と

で
、
三
〇
万
ト

ン
生
産
設
備

へ
の
集
約
化
を
進

め
る

65



論 文

表4 各処理基準に基づ く処理量の比較

(単位:千 トン/年)

資料) 表5よ り作 成。

注) 1. 各処理量 は次 の基準で算出:要 処理量=届 出能力-能 力枠。36%基 準処理量=届 出能力 ×0.36。

2. 能力枠は,各 社の 「ベス ト ・シェア」 ×85年 適正生産能力(4054千 トン)に よって算 出された と推 測

される。

と
同
時
に
、
処
理
基
準
を
超
え
た
余

剰
能
力
を
他
社

へ
融

通
す

る
こ
と

が

可
能
に
な

っ
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
必
要
処
理
量
よ
り
も

処
理
実
績

が
少

な

い
企
業

は
、

新
大
協
和
石
油
化
学
、
丸
善
石
油
化
学
、
出
光

石
油
化
学

、
大
阪

石
油
化

学
、
山
陽
石
油
化
学

の
五
社

で
あ
る
。
単
独
で
の
負
担

が
難
し
く

、
他
社

か
ら

の
設
備
能
力

の
枠
融
通
を
受

け
て
、
処
理
の
負
担
を
軽
減

し
て

い
る
。

こ

の
よ
う

に
処
理
量

の
負
担
で
は
、
所
有
プ
ラ
ン
ト
の
規
模
と
数

に
応

じ

て
、
対
応

の
相
違
が
み
ら
れ
た
。

(
二
)
 
設
備
枠

の
融
通

エ
チ

レ
ン
の
設
備
枠

の
融
通
状
況
は
、
表

5
と
表

6
に
示
さ
れ
て

い
る
。

表

5
の
余
剰
枠

(B
-

A
)
が
表

6
で
示
さ
れ
る
ル
ー
ト
を
通
じ
て
融

通

さ
れ

て
い
る
。
設
備
枠

の
融
通
は
、
主
と
し
て
、
資

本
系

列
と

生
産
受
委

託
関
係

に
基
づ

い
て
実
施
さ
れ

て
い
る
。
事
例
と

し
て
は
、
三
井

石
油
化

学

や
日
本
石
油
化
学
に
よ
る
大
阪
石
油
化
学

(三
井
東

圧
)

へ
の
設
備
枠

の
融
通

や
、
三
菱
化
成

の
山
陽
石
油
化
学

(旭
化

成
)

へ
の
枠
融

通
、
あ

る
い
は
大
阪
石
油
化
学
と
三
菱
油
化
と
出
光
石
油
化
学

の
枠
融

通
な
ど
が

挙
げ
ら
れ
る
。
設
備
枠
は
、
業
界
全
体

で
の
調
整
で
は
な
く
、
当

該
企
業

間

の
個
別
交
渉

で
決
定
さ
れ
た
。

誘
導
品

に
つ
い
て
み
れ
ば
、
ま
ず
、
低
密
度
ポ
リ

エ
チ
レ

ン
の
分
野
で
、

住
友
化
学
が
愛
媛
工
場
を
閉
鎖
し
、
千
葉

へ
の
生
産
集
約
化
を

果
た
し
た
。

こ
の
結
果
生
ま
れ
た

一
〇
〇
〇
ト

ン
の
余
剰
枠
は
三
菱

化
成
に
融

通
さ
れ

て
い
る
(
3
3
)

。
昭
和
電
工
は
東
洋
曹
達
か
ら
四
〇
〇
〇
ト

ン
の
枠
融

通
を
得
て

い
る
。
昭
和
電
工
は
、
低
密
度
ポ
リ

エ
チ
レ

ン
の
処
理
量
そ
の
も

の
は
必
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表5 エ チ レン ・プ ラ ン トの 設 備 処 理 状 況(単 位:千 トン/年)

資料) 通商 産業省基礎産業局 化学課資料 「設備処 理状況」(1986年)(『 産構法エ チ レン設備』 フ ァイル所収)

と 『化学経済』1980年8月 臨時増刊号,30頁 より作成。

注) 1. 届出能力は82年8月 時点。処理後能力は86年3月 時点。

2. 予備役の区分 は,第1予 備役(1ヵ 月以内で稼働可能),第2予 備役(6ヵ 月以内で稼働可能),第3

予備役(稼 働の意思がない)で ある。届出能力には,第3予 備役の能力は含まれていない。

3. 浮島石 油化 学の設備能力 は,浮 島1号 機の1/2と 千 葉2号 機の5/8の466千 トンが 三井石油化学

に,残 りの342千 トンが 日本石油化学に振 り分け られている。
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要
処
理
量
以
上

で
あ

っ
た
が
、
自
社

の
高
密
度
ポ
リ

エ
チ
レ

ン
に

一
万

一

〇
〇
〇
ト
ン
の
枠
融
通
を
行
う
都
合
上
不
足
が
生
じ
、
こ

の
た
め
東
洋
曹

達

か
ら

の
支
援
を
受
け
た

の
で
あ

る
。

低

・
高
密
度
ポ

リ

エ
チ

レ
ン
間

で
の
能
力
枠

の
や
り
と
り
は
、
こ

の
時

期
、
新
た

に
企
業
化
さ
れ
た
直
鎖
状
低
密
度
ポ
リ

エ
チ
レ

ン

(L
-

L
D

P
E
)

の
設
備

新
設

の
際

に
も

活
用

さ
れ
た
。
高
密

度
ポ

リ

エ
チ

レ

ン

(
H
D
P
E
)
に
お

い
て
は
、

三
菱
油
化
が
同
事
業

か
ら
は
撤
退

し
、
こ

の
結
果
得
ら
れ
た
枠

の
余
剰
分
は
、
自
社

の
L
-

L
D
P
E

の
設
備
枠
と
、

表6 エチレン設備枠の融通状況

(単位:千 トン/年)

資料) 通商産業省基礎産業局化学 課資料 「設備処理状況」(1986

年)(『 産構法エチ レン設備』 ファイル所収)。

三
菱
化
成

の
H
D
P
E
設
備
枠

の
た
め

に
用

い
ら
れ
た
。
三
菱
化
成
は
、

油
化

か
ら

の
枠
融
通
を
受

け
て
処
理
負
担
を
軽
減
し
た
が
、
そ

の

一
部
を

L
-

L
D
P
E
の
設
備
枠

に
も
当

て
て
い
る
。
鹿
島
地
区

で
の
L
-

L
D

P
E
の
新

設
は
、
両
社

の
共

同
事
業
と
し

て
遂
行
さ
れ
た
。
産
構
法

の
施

行
期

間
で
は
、
設
備

の
新
増
設
は
認
め
ら
れ

て
い
な
か

っ
た
た
め
、
各
企

業

は
S
&
B
の
方
式

で
、

L
-

L
D
P
E
の
企
業
化

に
臨
ん

で
い
る
。

企
業
間
協
力

に
よ
る

コ
ン
ビ

ナ
ー
ト
体
制

の
整
備

・
強
化
と

い
う
意
味

で
は
、
三
井
系

二
社

の
経
営
行
動

が
代
表
的
な
ケ
ー

ス
と
な
る
。

エ
チ

レ

ン
オ
キ
サ
イ
ド
事
業

に
関
す

る
提
携

で
は
、
三
井
石
油
化
学

の
余
剰
処
理

分
を
受
け

て
、
三
井
東
圧

が
設
備

の
増
設
を
実
現
し
た
。

こ
れ
は
、
三
井

東

圧
の

エ
チ
レ
ン
オ
キ
サ

イ
ド
の
生
産
能
力
を
増
強
し

て
、
大
阪
石
油
化

学

の

エ
チ
レ
ン
需
要

の
拡
大
を
図

る
た
め

で
あ
る
。
ま
た
、
ポ
リ
プ

ロ
ピ

レ
ン
の
分

野
で
は
、
逆

に
、
三
井
東
圧
が
事
業

の
集
約
化
を
進
め
、
余
剰

枠
を

三
井

石
油
化
学

に
供
給

し
て
い
る
。

エ
チ
レ
ン
の
設
備
枠

に

つ
い
て
は
、
そ

の
融
通
量
が
処
理
量
全
体

に
占

め
る
比
率

は
、
不
足
枠

ベ
ー
ス
で
約
七

・
五
%
で
あ
る
。
量
と
し

て
は
決

し
て
多
く

は
な

い
が
、
単
独

で
の
負
担
が
難
し

い
企
業

の
プ

ラ
ン
ト

の
経

済
効
率
を
維
持
す

る
た

め
に
は
重
要
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、

こ
の
余
分

な
設
備
枠
を

企
業
間

で
融

通
す

る
こ
と

で
、
業
界
全
体

で
の
設
備
処
理
カ

ル
テ
ル
の
合
意
形
成
を
容
易

に
す

る
こ
と
が
期
待

で
き
る
。

3
 
設
備
処
理

の
経
済
的
効
果

(
一
)
 
設
備
処
理

カ
ル
テ
ル
の
経
済
的
意
義
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設
備

処
理
カ
ル
テ
ル
の
経
済
的
意
義

は
、
産
業
全
体

の
合
理
化

の
促
進

で
あ
り
、
そ
れ
を
実

現
す
る
た
め
に
、
設
備
処
理

に
お
け

る

「囚
人

の
デ

ィ
レ

ン
マ
」
的
状
況
を

回
避
す

る
こ
と

で
あ

る
。
設
備
処
理

の
よ
う
な
時

間
を
通
じ
た
序
列
競
争

の
あ
る
場
合

に
は
、
各
企
業

は
設
備
を
処
理
す

る

イ

ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
を
持
た
ず
、
価
格
を

通
じ
た
市
場

メ
カ

ニ
ズ

ム
の
有
効

な
資

源
配
分
機
能
は
期
待
で
き

な

い
。
共

同
行
為

が
意
味
を
持

つ
こ
と

に

な
る
。
こ

の
よ
う
な
カ

ル
テ
ル
的
対
応

に
よ
り
可
能
と

な
る
改
善
効
果

の
第

一

は
、
産
業
全
体
で

の
過
剰
な
生
産
設
備

を
処
理
す

る
こ
と
で
、
需
要

に
見

合

っ
た
生
産
能
力

に
近
づ
き
、
稼
働
率

が
上
昇
す

る
こ
と
で
あ

る
。

第
二
に
、
高
効
率
プ

ラ
ン
ト

へ
の
生
産
集
約

に
よ
る
生
産
性

の
向
上

で

あ
る
。
す
な
わ
ち
、
個
別
企
業

の
レ

ベ
ル
で
は
、
他
社
の
抜

け
駆
け
を
気

に
す
る
こ
と
な
く
、
自
社

の
生
産
性

の
低

い
中

・
小
型

の
プ
ラ
ン
ト
を
処

理
す
る

こ
と
が

で
き
、
生
産

の
効
率
性
を
高
め
る
こ
と
が
可
能

と
な

っ
た

こ
と

で
あ

る
。

資
本
と
労
働

の
短
期
間

で
の
退
出
が
困
難
で
あ
る
と

い
う

現
実
を
前

提

に
し

て
、
産
業
内

で
の
効
率
的
な
資
源
配
分
を
実
現
す
る
と

い
う

次
善

の

策
を
求
め

る
と
き
、

こ
の
よ
う
な
柔
軟
な
カ

ル
テ
ル
的
対
応

の
有
効
性
は

否
定

で
き
な

い
と
思
わ
れ

る
。
以
下

で
は
、
設
備

の
共
同
処
理
に
よ
る
経

済
効
果
を
、

(
1
)
生
産

の
合
理
化
、
(2)
価
格
交
渉
力

の
相
対
的
向

上
、
(3)
償

却
負
担

の
軽
減
、
と

い
う

三
点

に
整
理
し

て
述

べ
て
い
き
た

い
。

(
二
)
 
高
効
率
設
備

へ
の
生
産
集
約

に
よ
る
合
理
化

設
備
処

理
の
経
済
効
果
と
し

て
、
ま
ず
、
高
効
率
プ

ラ
ン
ト

へ
の
集
約

に
よ
る
生
産

の
合
理
化

が
あ

る
。
表

7
か
ら
、
設
備
処

理
に
よ

っ
て
、

工

場
単
位
で
み
た
現
役
設
備

の
稼
働
率

の
上
昇

が
確
認

で
き

る
。
産
構
法

で

は
、
予
備
役
を
含
む
届
出
能
力
を
基
準

に
し
て
設
備
処

理
量
を
算
定

し
た

が
、

こ
こ

で
は
、

エ
チ
レ

ン
の
設
備
処

理
の
実
質
的

な
効

果
を
測
定
す

る

た
め
、
各
時
点

に
お
け
る
現
役
能
力
を

対
象

に
し
て

い
る
。
具
体
的

に
み

る
と
、
八

二
年
時
点
で

の
工
場
平
均

の
稼
働
率
は
六
八

・
〇
%
で
あ

っ
た

が
、
八
五
年

の
時
点

に
は
九
七

・
七
%
に
ま
で
上
昇
し
て

い
る
。
最
低
稼

働
率

は
、
八

二
年

の
時
点

で
は
浮
島
石
油

化
学

・
浮

島

工
場

の
四

一
・

三

%
で
あ

る
が
、
八
五
年

の
最
低
稼
働
率
は
、
出
光
石
油
化
学

・
千
葉

工

場

の
八
五

・
一
%
で
あ
る
(
3
5
)

。
供
給
能
力

の
制
限
を
背
景
に
し
た
稼
働
率

の

上
昇
は
、
需
要
家

に
対
す
る
石
油
化
学
企
業

の
価
格
交
渉
力

の
向

上
を

も

た
ら
す
が
、

こ
の
点

に
つ
い
て
は
、
次
項
で
叙
述
さ
れ
る
。

次

に
、
大
型
プ

ラ
ン
ト

へ
の
生
産
集
中

の
結
果
は
、
表

8
か
ら
知

る
こ

と

が
で
き

る
。

工
場
数
は
、
届
出
能
力
で
処
理
前

の

一
八
工
場
か
ら
、
処

理
後

に
は

一
四
工
場

へ
と
減
少
し

て
い
る
。
プ

ラ
ン
ト
数

で
は
、
届
出
能

力

で
三
二
系
列

、
現
役
能
力

で
二
〇
系
列
を
数
え

て
い
た
が
、
処
理
後
に

は

一
四
系
列

へ
と
減
少
し

て
い
る
。

一
プ

ラ
ン
ト
当
た
り

の
生
産
能
力
を

み
て
も
、
処

理
後

に
は
三

〇
万
ト

ン
台

に
上
昇
し

て
い
る
。

規
模
別
プ

ラ
ン
ト
数

の
変
化
を

み
る
と
、
三
〇
万
ト

ン
以
上

の
大
型
プ

ラ
ン
ト

へ
の
生
産
集
約
化

が
よ
り
明
確
と
な

る
。
処
理
前

に
は
二
〇
万
ト

ン
未
満

の
小
型
プ
ラ
ン
ト

が
届
出
能
力

で

一
八
系
列
、
現
役
能
力

で
六
系

列
存
在

し
て

い
た
の
が
、
処

理
後

に
は

一
〇
万
ト

ン
台

の
プ

ラ
ン
ト
を

一

つ
残

す
だ

け
と
な

っ
て

い
る
。

一
方

で
、

二
〇
万
ト

ン
台

の
中
型
プ

ラ
ン
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表7 エチレンの現役能力と稼働率状況

(単位:千 トン/年;%)

資料) 表3に 同 じ。ただ し,出 光 石油化学 ・徳 山工場 の85年 の生産量は,徳 山大学総合経済研究所編 『石油化

学産業と地域経済 周南 コンビナー トを中心 として』 山川出版社,2002年,105頁 。

注) 1. 現役能力 は,生 産能力か ら,予 備役や休廃止 した能力分 を控 除 したものである。

なお,出 光石油化学は82年 の時点では,ま だ千葉 にエチレン・プラン トを保有 していない。

2. 稼働率 は,生 産量/現 役能力で算出 している。
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ト
は
、
処
理
前
の
三
系

列
か
ら
五
系
列

に
増
え

て

い
る
。

こ
の
五
系
列

の

う
ち
三
系

列
は
、
年
産

三
〇
万
ト
ン
以

上
の
プ

ラ
ン
ト
に
部
分
処
理
を
施

し
た
結
果
、
処
理
後

の
能
力
が
三
〇
万
ト
ン
未
満
と
な

っ
た
も

の
で
あ

る
。

部
分
処
理
は
、
プ
ラ

ン
ト

の
生
産
効
率

の
点
か

ら
み
て
非
効
率

で
あ
り
、

本
来
望
ま
し
く
な

い
設
備
処
理
で
あ

る
。
こ
の
よ
う

な
処
理
を
行

っ
た
プ

ラ
ン
ト
は
、
三
菱
油
化

・
鹿
島

一
号
機

、
新
大
協
和

石
油
化
学

・
四
日
市

二
号
機
、
大
阪
石
油
化
学

・
泉
北

一
号
機
で
あ

る
。
三
菱

油
化

は
自
社

の

処
理
負
担
を

ク
リ

ア
ー
す
る
た
め
で
あ
る
が
、
残

り

の
二
社
は
他
社

か
ら

表8 設備処理によるエチレンの生産集約

資料) 表5よ り作成。

注)1. 届出能力 は,現 役能力 に第1予 備役 と第2予 備役の 能

力を含めた ものである。

予備役 の定義 については,表5の 注記 を参照 され たい。

2. 処理前=82年8月,処 理後=86年3月 。

3. ()内 の数値は内数。

枠
融
通
を
受
け

て
処
理
負
担

の
軽
減
を

し
た
上
で
の
措

置
で
あ

る
。

こ
の
よ
う

に
、
部
分
処
理

の
た
め
に
経
済

効
率
が

一
部
損
な
わ
れ
た
点

も
あ
る
が
、
全
体
と
し

て
み
る
と
、
旧
式

の
中

・
小
型
プ
ラ

ン
ト
を
処

理

し

て
、
三
〇
万
ト

ン
以
上

の
高
効
率

の
生
産
設
備
に
集
約
化
す
る
こ
と

で
、

産
業
全
体

の
生
産
性
は
上
昇
し
た
。

個
別
企
業

レ
ベ
ル
の
事
業
集
約
化
で
は
、
望
ま
し

い
事
業
提
携
計

画
と

し

て
通
産
大
臣

の
承
認
を
受
け
た
浮
島
石
油
化
学

の
ケ
ー

ス
が
好
例
と
な

る
。
浮
島

石
油
化
学
は
、
三
井
石
油
化
学
と

日
本
石
油
化
学

の
両
社
が
出

資

し
て
い
る

エ
チ
レ
ン
製
造
会
社

で
あ
る
。
浮
島
石
油
化
学

に
お
け
る
、

原
料
原
単
位

の
向
上
、
原
料
多
様
化

に
よ
る
原
料

コ
ス
ト

の
低
減
、

エ
ネ

ル
ギ
ー
原
単
位

の
向
上
を
通
じ
た
合
理
化
効
果
は
、
金
額

ベ
ー
ス
で
年
六

一
億
円
と

な

っ
た
。

セ
ン
タ
ー
各
社

は
国
際
競
争
力

の
改
善

に
向
け
、
残
存
設
備

の
積
極
的

な
合

理
化
を
推
進

し
、

コ
ン
プ

レ

ッ
サ

ー
の
改
善
、
ガ

ス
タ
ー
ビ

ン
や
新

型
炉
の
導

入
等

を
実
施

し
た
。
表

9
に
は
、

一
二
セ
ン
タ
ー
の
売
上
高
原

価
率
が
示
さ
れ
て

い
る
。

一
二
社
単
純
平
均

の
売
上
高
原
価
率
は
、
第

二

次

石
油
危

機
以
降
九
〇
%
を

上
回

っ
て
い
た

が
、

八
四
年

か
ら
は
八
〇

%

台
に
低
下
し

て
い
る
。

原
価
率

の
低
下
傾
向

は
、
八
五
年
ま

で
で

一
段
落

し
、

八
六
年
か
ら
再

び
大
き
く
低
下
す
る
傾
向

が
み
ら
れ
る
。

原
価
率

の
低

下
要
因
と
し

て
は
、

(1)
原
料
ナ

フ
サ
価
格

の
低

下
、
(2)
生
産

の
合

理
化

、
(3)
脱
汎

用
化

=
製
品

の
高
付
加
価
値
化

(
フ
ァ
イ

ン
化

)
と

い
う

三

つ
の
要
因

が
主

に
考
え
ら

れ
る
。
八
五
年

の
時
点
ま
で

の
原
価
率

の
低

下
に
関
し
て
は
、
原
料

ナ
フ
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サ
価
格

の
低
下

の
他

に
、
過

剰
設
備
の
処
理

・
既
存

設
備

の
改
良
効
果
が

大
き
く
寄
与
し
て

い
る
と
推

測
さ
れ
る
。
フ

ァ
イ
ン
化

の
進
展

に

つ
い
て

は
、
限
定
的
で
は
あ

る
が
、
表

10
か
ら
知

る
こ
と

が
で
き

る
。

(三
)
 
供
給

制
限
に
よ
る
価
格

の
相
対
的
安
定
化

八
四
年
の
決
算

で
、

エ
チ
レ

ン

・
セ
ン
タ
ー

一
二
社
は
、
過
去
最
高

の

経
常
利
益
を
記
録

し
た
。
表

11
は
、
八

一
年

か
ら
八
六
年
ま

で
の
石
油
化

表9 売上高原価率の推移

資料) 『化学経済』1984年9月 号,56頁,1986年8月 号,24-25頁,1988年

9月 号,78頁 。

注) 平均値 は,12社 の売上高原価率の単純平均 である。

学
企
業
五
社

の
経
常
利
益

の
変
化
を
、
数
量
と
価
格
、
固
定

費
と

い
う
三

つ
の
要
因

に
分
解
し

て
捉
え
た
も

の
で
あ
る
。
同
表

か
ら
、
八
四
年

の
好

景
気
は
、
基
本
的
に
は
数
量

の
拡
大
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き

い
が
、
価
格

の
面

で
も
大
き
な
貢
献

の
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
八
三
年
と

八
四
年

は
、

投
入
要
素

の
価
格
の
低

下
に
伴

い
、

表10 ファイン化の進展状況(単 位:%)

資料) 通商 産業省基礎産業局 「我が国石油化 学工業施策 の推 移につい て」(1989年),

32頁 。

製
品
の
価
格
も
低

下
し
て

い
る
が
、

そ

の
低

下
幅

は
投

入
価
格

の
方
が

大
き

い
。

八
〇
年
代
前
半

の
価
格
動
向

に

つ
い
て
詳

し
く
検
討
す

る
た
め
、

エ
チ
レ
ン
お
よ
び
低

・
高
密
度

ポ

リ

エ
チ
レ
ン
の
各
価
格
と

同
時
点

に
お
け
る
国
産

ナ
フ
サ
価
格
と

の

比
率
を
示

し
た
の
が
図

1
で
あ

る
。

エ
チ
レ
ン
の
国
産

ナ
フ
サ
と

の
価

格

比
は
、

八
〇
年

の
初

め
の
ピ

ー

ク
か
ら
八
二
年

の

一
〇
月
ま

で
、

途
中

二
度

の
わ
ず
か
な
上
昇
を
除

い
て
、
低

下
傾
向
を
示

し
て
お
り
、

コ
ス
ト
状
況

の
持
続
的
な
悪
化
を

み
る
こ
と
が

で
き

る
。

八
二
年
は
、

石
油
化
学
企
業

の
多
く
が
深
刻
な

赤
字
と
な
り
、
同
年

一
〇
月
か
ら
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表11 経常利益変化の要因分析

対象企業:三 菱油化,三 井石油化学(2社)(単 位:百 万円)

対 象企 業:三 菱油化,三 井石 油化 学,住 友化 学,三 菱化成,昭 和電工(5社)(単 位:百 万円)

資料) 日本銀行調査統計局 『物価指数年報』;各 社 『有価証券報告書総覧』 よ り作成。

注) 1. 対象企業 は,三 菱油化(1-12月),三 井石油化学工 業(4-3月),三 菱化成(2-1月),住 友化

学工業(1-12月),昭 和電工(1-12月)の5社 。

2. 経常利益変化の要因分解は次式で算出 した。

O:産 出物価指数,I:投 入物価指 数,Q:売 上高/O, V:変 動費/I, F:固 定費,π:経 常利

益('は 前年 を意味)

Δπ=OQ-IV-F-π'

=(O'+ΔO)(Q'+ΔQ)-(I'+ΔI)(V'+ΔV)-(F'+ΔF)-π'

=(ΔOQ'-ΔIV')+(ΔQO'-ΔVI')+(ΔOΔQ-ΔIΔV)-ΔF

3. 2社 の分析で は,物 価指数 は,製 造 業総合指数に占める割合に基づ き,石 油化学基礎製品 と合成樹脂

の指数の加重平均値 を用いた。 これに対 し,5社 の計算では,化 学製品の物価指数 を利用 している。

4. 物価指数は,い ずれ も1980年 を基準年(1980年=100)と し,グ ロス ・ウェイ ト・ベ ースである。

翌
年

六
月
ま

で
、

エ
チ
レ
ン
の
不
況

カ
ル
テ
ル
が
実
施

さ
れ
た
。

エ
チ

レ

ン
の
相
対
価
格
比
率

が
、
同
期
間
上

昇
す

る
の
は
、
主
と

し
て
こ
の
影
響

に
よ
る
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
不
況

カ

ル
テ
ル
終
了
後

、
産
構
法

に
基
づ
く

体

制
整
備
に
移
行

し
た
。
不
況

カ
ル

テ
ル
離
脱
直
後

、

一
時
的
な
価
格

比

の
悪
化
が
み
ら
れ
た
が
、
設
備
処

理

が
進
展
す
る
に
従

い
、
ゆ
る
や
か
な

低
下
傾
向
を
示
し
な
が
ら
価
格

比
は

安
定
的

に
推
移
し

て
い
る
。

エ
チ

レ
ン
の
主
要
誘
導
品
で
あ
る

低

・
高
密
度
ポ
リ

エ
チ

レ
ン
の
価
格

比

に
つ
い
て
は
、
八

二
年

の
エ
チ
レ

ン
不
況

カ
ル
テ
ル
以
前
は
激
し

い
乱

高
下
を
示
し
た
。
し
か
し
、
八
三
年

七
月

の
体
制
整
備
以
降
、
八
五
年

の

半
ば

に
低
密
度
ポ
リ

エ
チ

レ
ン
の

一

時
的
な
価
格
比

の
低

下
が
あ
る
と
は

い
え
、

一
転
し

て
安
定
的
な
推
移
を

み
せ

て

い
る
。

こ
の
よ
う
な
体
制
整
備
以
降

の
価
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資料) 『クォータリー日経商品情報』各号。

注) 価格比:エ チレン ・LDPE・HDPEの 各価格(円/kg)/国 産 ナフサ価格(円/kl)×10000

図1 エ チ レ ン ・LDPE・HDPE/国 産 ナ フ サ 価 格 比

表12 設備処理の有無による稼働率格差

資料) 表3に 同 じ。

注) 処理後稼働率:85年 生 産量/85年 現役能力。未処理稼働率:85年 生産量/82年 現役

能力。 ただ し,ス チ レンモノマーの未処理稼働 率の能力は84年 時点。

格
比

の
安
定
化
を
も
た
ら
し
た
要
因

と

し
て
は
、

二
点
指
摘

で
き

る
。

一

つ
は
、
設
備
処
理

に
よ
る
供
給
制
限

で
あ
り
、

い
ま

一
つ
は
ポ
リ

エ
チ

レ

ン
と
ポ
リ
プ

ロ
ピ

レ
ン
に
関
し

て
設

立
さ
れ
た
共
同
販
売
会
社

の
影
響

で

あ

る
。
表

12
で
は
、
設
備
処
理
に
よ
る
供

給
制
限

の
効
果
を
考
え

る
た
め
に
、

設
備
処
理
が
未
実
施

の
場
合

の
稼
働

率
と

の
比
較
を
し

て
い
る
。

エ
チ
レ

ン
に
関
し
て
は
、
八
五
年

の
生
産
量

(四

二

一
万
八

〇
〇

〇
ト

ン
)
を

八

二
年

の
現
役
能

力

(五
三
五
万
二
八

〇
〇
ト
ン
)
で
除
し
て
推
定

稼
働
率

を
求
め
る
と
、
七
八

・
八
%
と
な
る
。

設
備
処
理
を

し
た
実
際

の
稼

働
率

が

九
七

・
七
%
で
あ

る
こ
と
を
考
え

る

と
、
そ
の
格
差

は

一
八

・
九

ポ
イ
ン

ト
と
な
り

、
稼
働
率

の
回
復

に
設
備

処
理
が

二
定

の
貢
献
を

し
た
こ
と

は

明
ら
か
で
あ

る
。

同
表
は
、

設
備
処

理
を
実
施

せ
ず
、

八
二
年
時
点

の
現
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資料) 『クォー タリー 日経商品情報』 各号。

注) 価格比:LDPE・HDPEの 各価格/エ チ レン価格 ×100

図2 誘 導 品/エ チ レ ン価 格 比

役
生
産
能
力

で
、
八
五
年

の
生
産
量
を
達
成
し
た
と
き

に
は
、
依
然
と

し

て
低
稼
働
率

の
状
態

に
あ
る

こ
と
を
示
唆
し

て
い
る
。

既
述
し
た
よ
う

に
、
八
〇
年
初
頭
か
ら
体
制
整
備
が
開
始
す
る
八
三
年

七
月
ま

で
、
低

・
高
密
度
ポ

リ
エ
チ

レ
ン
の
価
格
比
は
乱
高
下
し
た
。
企

業
間

の
激

し

い
シ

ェ
ア
争

い
の
た
め
、
販
売
価
格
が
平
均
生
産
費
を
下
回

る
状
況
も

み
ら
れ
た
。
高
密
度
ポ
リ

エ
チ

レ
ン
で
は
、

エ
チ

レ
ン
に
先
行

す

る
か
た
ち

で
、
八

一
年

八
月
か
ら
八

二
年
三
月
ま

で
不
況
カ

ル
テ
ル
が

実
施

さ
れ
、
価
格

比
は

一
時
的
な
回
復
を

み
せ
た
が
、
不
況
カ

ル
テ
ル
終

了
後

、
再
び
低

下
し
て

い
る
。

こ

の
よ
う

に
体

制
整
備
以
前

の
状
況
が
示
す

の
は
、
需
要

に
比
し

て
過

度

の
供
給
能
力
を
所
持

し
て

い
る
場
合

に
は
、
常

に
シ

ェ
ア
の
維
持

・
拡

大
と
固
定
費

の
軽
減
を
求

め
て
増
産
す

る
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
存
在
す
る

こ
と
で
あ
る
。
そ
れ
故

、
設
備
処

理
に
よ

っ
て
供
給
能
力
を
制
限
し
、
増

産
圧
力
を
除
去
す
る
こ
と
が
肝
要
と

な
る
。

過
剰
設
備

の
処
理
に
よ
る
供
給
能
力

の
制

限
=
増
産
圧
力

の
除
去
を
前

提
と
し

て
、
八
三
年
以
降
拡
大
し
た
需
要

に
対
応

し
た
こ
と
、
換
言
す
れ

ば
、
供
給
能
力

の
制
限
を
背
景
に
し
た
稼

働
率
の
上
昇
が
、
需
要
家

に
対

す
る
石
油
化
学
企
業

の
価
格
交
渉
力
を
相
対
的
に
高

め
る
こ
と
に
な

っ
た
。

エ
チ

レ
ン
製
品

の
価
格
交
渉
力

の
相
対
的
な
向
上
は
、
中
間
原
料

で
あ

る

エ
チ

レ
ン
よ
り
も
ポ
リ

エ
チ

レ
ン
の
価
格

の
方
に
示
さ
れ
る
。
図
2
よ
り

八
三
年
七
月
を
境

に
し

て
、
低

・
高
密
度
ポ
リ

エ
チ
レ

ン
の
エ
チ
レ

ン
に

対
す

る
価
格
比

が
上
昇
傾
向

に
あ
る
こ
と
が
み

て
と
れ
る
。
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表13 固定費変化の寄与度分解

資料) 各社 『有価証券報告書総覧』。

注) 1. 対象企業 は,三 菱油化(1-12月),三 井石油化学 工業(4-3月),三 菱化成(2-1月),住 友化

学工業(1-12月),昭 和電工(1-12月)の5社 。

2. 寄与度は次式 により算出 した。寄与度=(当 年の実数-前 年の実数)/(前 年の固定費の実数)×100

3. 各企業の 『有価証券報告書総覧』 の記載上の制約か ら,固 定費の仕訳 に関 しては以下 の限界を残 して

いる。

(1) 「販売・管理費」 では,『 有価証券 報告書総覧』 に記載 されている 「販売費及 び一般管理費」 の全 額

を計上 した。このため,本 来 は変動費 に区分すべ き,荷 造 費や運搬費等が 固定費に含 まれ ている。

(2) 「その他経費」の項 目には,本 来変動費に区分すべ き,水 道光熱費等 が含 まれている。

(
四
)
 
設
備
廃
棄

に
よ

る
償
却
負
担

の
軽
減

表

11
の
固
定
費
を
み
る
と
、
経
常
利
益

の
変
化
に
対
し
て
固
定
費

の
効

果
が
プ

ラ
ス
と
な
る

の
は
、
三
菱
油
化
と
三
井
石
油
化
学

の
二
社
を
対
象

と
し
た
と
き

に
は
八

一
年
、
八
二
年
、
八
六
年

で
あ
る
。

一
方

、
住
友
化

学
と
三
菱
化
成
、
昭
和
電
工

の
三
社
を
加
え

た
五
社

を
対
象

と
し
た
場
合

で
は
八
三
年
と
八
六
年

で
あ
る
。

い
ず
れ

の
場
合
も

、
そ
れ
以
外

の
年

は
、

固
定
費
は
経
常
利
益

の
低
下
要
因
と
な

っ
て

い
る
。

表

13
は
、
固
定
費
を
五

つ
の
構
成
要
素
に
分
解

し
て
、
固
定
費

の
増
減

に
お
け
る
そ
れ
ぞ
れ

の
寄
与
度
を
示
し
た
も

の
で
あ

る
。
同
表

は
、
五
社

を
対
象
に
し

て
集
計
し
た
も

の
だ
が
、
八
三
年

か
ら

八
五
年

に
か
け
て
、

減
価
償
却
費

の
削
減

が
固
定
費

の
低

下
に
貢
献

し
て
い
る
こ
と

が
確
認

で

き
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
八
四
年
と

八
五
年

の
場
合

に
は
、
販
売

・
管
理

費
や
そ

の
他
経
費
の
増
加
等

に
よ
り

、
こ
の
低
減
効
果

が
相
殺
さ

れ
、
固

定
費

の
低
下
に
は
結

び

つ
い
て

い
な

い
。

な
お
、
八
三
年

の
時
点

の
固
定
費
低

下
に
お
け

る
最
大

の
寄
与
度

は
労

務
費
で
あ
り
、
八
六
年

の
そ
れ
は
営
業
外
差
損

で
あ

る
。
営
業
外
差
損
は
、

主
に
金

融
費
用
か
ら
な
る
。
八
六
年

は
公
定
歩
合
が

四
次

に
わ
た

っ
て
計

二
%
引
き

下
げ
ら
れ
た
こ
と
や
、
外
債
な
ど
低
利
資
金

の
導
入
、
借
入
金

の
返
済
な
ど
が
影
響

し
て

い
る
。

(五
)
 
小

括

需
要
に
対

し
て
過
度

の
設
備
能
力
を
保
有
し
、

シ

ェ
ア
の
維
持

・
拡
大

と
固
定
費
負
担

の
軽
減
を
求

め
て
の
増
産
圧
力
と

い
う
環
境
は
、
設
備
廃

棄

に
お
け

る

「囚
人

の
デ
ィ
レ
ン

マ
」
的
状
況

に
あ
る
。
こ

の
よ
う
な

二

76



経営史学 第37巻 第3号

律
背
反
的
な
状
況
を
打
開
し
、
問
題

の
解
決
を
は
か
る
た
め
に
、
設
備
処

理

の
共
同
行
為
は
大
き
な
意
味
を
も

っ
た
。
ま
ず

、
高
効
率

設
備

へ
の
生

産
集
約
化

に
よ
り
、
産
業
全
体

の
合
理
化
が
実
現
し
た
。
ま

た
、
設
備
処

理
は
減
価
償
却
費

の
低
減
を
通
じ

て
、
企
業
の
財
務
状
況

の
改
善

に
も
寄

与
し
た
。
さ
ら

に
、
供
給
能
力

の
制
限
を
背
景
に
し
た
稼
働
率

の
上
昇
は
、

固
定
費

の
低
減

に
と
ど
ま
ら
ず
、
需
要
家
に
対
す
る
石
油
化
学

企
業

の
価

格
交
渉
力
を
向
上
さ
せ
た
。

4
 

設
備
処
理

の
統
計
分
析

こ
こ
で
は
、
全
製
品

・
全
工
場
を
対
象
に
し
て
総
合
的
に
み
た
と
き
、

設
備
処
理

の
負
担
が
ど

の
よ
う

に
な
さ
れ

て
い
た

の
か
を
統
計
的
に
検
証

し
て
い
き
た

い
。
基
本
的
な
考
え
は
、
各
製
品

の
工
場
ご
と

の
設
備
処
理

シ

ェ
ア
と
設
備
処
理
率
を
、
八

二
年

の
時
点
で

の
設
備
能
力
シ

ェ
ア
と
稼

働
率

の
二

つ
の
説
明
変
数

に
回
帰
し
よ
う
と

い
う
も

の
で
あ
る
。

設
備
処
理

シ

ェ
ア
を
、
設
備

シ

ェ
ア
と
稼
働
率

の
二
つ
の
変
数
に
回
帰

さ
せ
る

モ
デ
ル
は
、
す

で
に
特
安
法

に
基
づ
く
合
繊
産
業

の
設
備
処
理

の

分
析

で
堀
内
俊
洋
氏
が
採
用
し

て
い
る
(
4
6
)

。
本
稿

で
は
、
さ
ら
に
設
備
処
理

率

に

つ
い
て
も
、
設
備

シ

ェ
ア
と
稼
働
率

の
二
変
数

に
回
帰
さ
せ
る
推
計

を
試

み
て

い
る
。
そ

の
際
、
共
同
行
為

の
有
無

の
効
果
を
確
認
す
る
た
め
、

カ
ル
テ
ル

・
ダ

ミ
ー
が
導
入
さ
れ
る
。
カ

ル
テ
ル

・
ダ

ミ
ー
は
、
共
同
行

為
が
指
示

さ
れ
た

エ
チ

レ
ン
、
低
密
度
ポ
リ

エ
チ

レ
ン
、
高
密
度
ポ
リ

エ

チ
レ
ン
の
三
製
品
が

一
の
値
を
と
り
、
そ
れ
以
外

の
製
品
が
〇

の
値
と
な

る
変
数

で
あ

る
。
ま
た
、
設
備
処
理

の
対
象
外

で
あ
る
ポ
リ
プ

ロ
ピ

レ

ン

の
影
響
を
除
去
す

る
た
め

に
、
ポ
リ
プ

ロ
ピ

レ
ン
に

の
み

一
の
値
を
、
そ

れ
以
外

に
は

〇
の
値
を
と
る
ダ

ミ
ー
変
数
を
組
み
込
ん

で
い
る
(
4
7
)

。

設
備

の
処
理
基
準
が
、
基
本
的

に
は
能
力

シ

ェ
ア
に
基
づ
き

つ
つ
も
、

高
効
率
設
備

へ
の
集
約
を
考
慮
し
た

の
で
あ
れ
ば
、
説
明
変
数

の
符
号
条

件
は
、
設
備

シ

ェ
ア
に
つ
い
て
は
正
、
稼
働
率

に
つ
い
て
は
負
と
な
る
。

表

14
か
ら
、
全
製
品
を
対
象

に
み
た
と
き
、
基
本
的

に
は
設
備
シ

ェ
ア

に
基
づ

い
て
処

理
シ

ェ
ア
が
決
め
ら
れ

て
い
る
が
、
稼
働
率

の
高

い
プ
ラ

ン
ト
は
比
較
的
処

理
負
担
が
軽
減
さ
れ

て
い
る

こ
と
が
確
認

で
き
る
。

設
備
処

理
率

に

つ
い
て
み
る
と
、
カ

ル
テ
ル

・
ダ

ミ
ー
が
有
意
で
あ
る

こ
と

か
ら
も
、
共

同
行
為

の
指
示
を
得
た
業
界

の
方
が
、
そ
う

で
な

い
業

界
と
比

べ
て
、
高

い
設
備
処
理
率
を
示
す

こ
と
が
確
認

で
き
る
。
業
界
内

で
の
事
前
調
整

が
可
能

で
あ

っ
た
か
ど
う
か
が
、
設
備
処
理
率

に
反
映
し

て

い
る
と
考
え

ら
れ
る
。

表

15
と
表

16
は
、

共
同
行
為

の
指
示

を
得

た
カ

ル
テ

ル

・
グ
ル
ー
プ

(
エ
チ

レ
ン
、
低

・
高
密
度

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

の
三
業
種
)
と

、
共

同
行
為

の
指
示
を
得

て

い
な

い
非

カ
ル
テ
ル

・
グ

ル
ー
プ

(
エ
チ

レ
ン
オ
キ
サ
イ

ド
と
ス
チ
レ
ン
モ
ノ

マ
ー
、
ポ

リ
プ

ロ
ピ

レ
ン
の
三
業
種
)
と

の
二

つ
の

グ
ル
ー
プ
に
分
け
て
推
計

し
た
も

の
で
あ

る
。

設
備

処
理
率

を
被
説

明
変
数
と
す
る
推
計

で
は
、
カ

ル
テ
ル

・
グ

ル
ー

プ
の
場
合

は
、
設
備

シ

ェ
ア
が
説
明
力
を
持
た
ず
、
稼
働
率
が
説
明
力
を

持

つ
こ
と
が
特

徴
的
で
あ

る
。

こ
れ

に
対
し

て
、
非

カ
ル
テ
ル

・
グ

ル
ー

プ

の
場
合

に
は
、
設
備

シ

ェ
ア
が
強

い
説
明
力
を
持

つ
こ
と

に
な
る
。

こ

の
こ
と

は
、
カ
ル
テ
ル

・
グ
ル
ー
プ

で
は
、
稼
働
実
績

の
低

い
設
備
が
優
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表14 設備 処理 の 回帰 分 析I(全 製 品対 象)

設備処理シェア サンプル数=77.カ ルテル ・ダミー=45. PPダ ミー=14.(ダ ミー変数は1の 値をとる数)

設備 処 理 率 サ ンプ ル数=77.カ ル テ ル ・ダ ミー=45. PPダ ミー=14.処 理 率 ダ ミー=12.

資料) 表3に 同 じ。

注) 1. 次の3工 場 は,82年 の時点では未稼働であるため,分 析対象か らは除外 されている。
出光石油化学 ・千葉(エ チ レン),三 井石油化学 ・岩国(LDPE),泉 北 ポ リマー ・堺(PP)。

2. 各変数の定義 は,次 の通 り。

設備処理 シェア:工 場別 ・製品別処理量/製 品別総処理量 ×100

設備処理率:工 場別 ・製品別処理量/工 場別 ・製品別82年 生産能力 ×100
設備 シェア:工 場別 ・製品別82年 生産能力/製 品別82年 総 生産能力 ×100

稼働率:工 場別 ・製品別82年 生産量/工 場別 ・製品別82年 生 産能力 ×100
ただ し,ス チ レンモ ノマーに限 り,84年 の数値 を用 いている。

3. 各項 目下段の数値は,t値 。有意水 準:***1%; **5%; *10%

4. 設備処理率 を被説明変数 とす る推計 では,処 理率が100%を 示 す工場 には,1の 値 を とる ダミー変数

を用 いている。処理率 ダ ミーを除いた場合,全 ての推計 において,設 備 シェアの係数 は負 になるが,

統計 的には有意 ではない。 このような符号 の逆転 は,設 備 シェアの相対的に小 さい一部工場が処理率
100%と いう高い値 を示す影響による。
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先
的
に
処
理
さ
れ

て
い
る
事
実
と

一
致
す
る
。
ま

た
、
非
カ
ル
テ
ル

・
グ

ル
ー
プ

の
推
計
結
果
は
、
処
理
シ

ェ
ア

の
場
合
と

同
様
に
、
設
備

シ

ェ
ア

の
高

い

一
部

の
企
業
に
、
設
備
処
理

の
多

く
が
集

中
し
た
事
態
を

反
映

し

て
い
る
と
思
わ
れ
る
。
加
え

て
、
非
カ
ル
テ
ル

・
グ
ル
ー
プ
で
、
稼

働
率

の
説
明
力
が
効
力
を
失
う

の
は
、
八
四
年

の
ス
チ
レ

ン
モ
ノ

マ
ー
業

界
各

社

の
稼
働
率
が
平
均
し

て
高
く
、
稼
働
率

の
格
差

が
縮
小
し
て

い
る
た
め

と
考
え
ら
れ
る
(
4
8
)

。
安
値
輸
入
品

の
影

響
を
強
く
受

け
た
た
め
に
、
高

稼
働

率
を
示
す

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
同
業
界

の
経
常
利
益

は
、
八
四
年

を
除
き

、

八
二
年
か
ら
八
六
年

の
間
、
赤
字
を
継
続
し
て

い
る
。

表15 設備 処理の回帰分析II(カ ル テル ・グ

ループ対象)

設備処理シェア サンプル数=45.

設備処理率 サ ンプル数=45.処 理率 ダミー=8.

四
 

お

わ

り

に

本
稿

の
主
要
な
結
論
は
、
次

の
四
点
に
整
理

で
き
る
。

第

一
に
、
設
備
処
理

に
お
け
る
共
同
行
為
は
、
設
備
処
理

の

「
囚
人

の

デ
ィ
レ
ン

マ
」
的
状
況
か
ら
脱
却
す
る

の
に
大
き
な
意
味
が
あ

っ
た
。
こ

れ
に
よ
り
、
生
産

の
集
約
化
、
償
却
負
担

の
軽
減
、
価
格

の
相
対
的
安

定

化
を
実
現

し
た
。

第

二
に
、

こ
の
よ
う
な
共
同
行
為

の
実
効
性
を
担
保
す
る
た
め
に
、
達

成
率

の
引
き

下
げ
、

ベ
ス
ト

・
シ

ェ
ア
方
式

の
無
修
正
採
用
、
設
備
枠

の

融
通
な
ど
設
備
処
理
基
準

の
緩
和
が
試
み
ら
れ
た
。
石
油

化
学

の
産
業
事
情

に
即
し
た
選
択

で
あ
り
、
柔
軟
な
産
業

内
調
整

の
方
式
と
言
え
る
が
、
共
同
行
為

の
実
効
性
を
得

る
た
め
、

こ
の
よ
う
な
大
幅
な
譲
歩
と
修
正
が
要
求
さ
れ

た
の
も
事
実

で
あ
る
。

第

三
に
、
設
備
処
理

の
結
果
は
、
基
本
的

に
は
設
備

シ

ェ
ア
に
基
づ
き

つ
つ
も
、
稼
働
率

の
程
度

に
よ
り
処
理
負

担
が
減
少

し
て
お
り
、
単
純

に
シ

ェ
ア
に
比
例
し

て
負
担

さ
せ
る
と

い
う
結
果

に
は
な

っ
て
い
な

い
。
プ

ロ
ラ
タ
方

式
に
よ
る
経
済
損
失
は
、
あ

る
程
度
回
避
さ
れ

て
い
た
。

第

四
に
、
共

同
行
為

の
実
施

の
有
無

に
よ
り
、
設
備
処

理
率

に
関
す

る
説
明
要
因
と
、

そ
の
達
成
率

に
お

い
て
差

異
が

み
ら
れ

た
。

共
同
行

為
を

実
施

し
た

エ
チ

レ
ン
と

低

・
高
密
度

ポ
リ

エ
チ
レ
ン
業
界

で
は
、
主
と
し

て
稼
働

79



論 文

表16 設 備 処 理 の 回帰 分 析III(非 カ ル テ ル ・グ ル ー プ対 象)

設備処理 シェア サンプル数;32. PPダ ミー=14.

設 備 処 理 率 サ ン プル 数=32. PPダ ミー=14.処 理 率 ダ ミー=4.

率

に
基
づ

い
て
、
共
同
行
為

の
指
示
を
得
て

い
な

い
エ
チ
レ
ン
オ
キ
サ
イ

ド
と

ス
チ
レ

ン
モ
ノ

マ
ー
業
界
で
は
、
設
備
シ

ェ
ア
に
応

じ
て
処

理
率

が

決
め
ら
れ

て
い
た
。
ま
た
、
設
備
処
理
率
の
水

準
も

、
共

同
行
為

の
指
示

を
得
た
業
界

の
方
が
高

い
値
を
示
す
こ
と
が
統
計

的
に
確
認

さ
れ
た
。

以
上

の
ま
と
め
と
し

て
、
共
同
行
為
を
通
じ
た
過
剰

設
備

の
処

理
に
よ

る
生
産

の
合
理
化
は
、
石
油
化

学
企
業

の
収
益

改
善
に
貢
献
し
た
と
考
え

ら
れ
る
。

構
造
改
善
計
画
で
は
、
需
要
に
見
合

っ
た
供

給
体
制

の
構
築
、
開
放
経
済
体

制
下
で
も
経
済

合
理
的
に
存

立
す
る
生
産

コ
ス
ト
の
実

現
、
安

定
的
な
経
営
基
盤
の
確

立
が
具
体
的

な
目
標
と

し

て
掲
げ
ら
れ
た
。
本
稿

で
検

討
し
た
生
産
面

に
つ
い
て
言
え

ば
、
そ
れ
ら

の
目
標

は
、
設
備

処
理

の
共
同
行
為
を
通
じ
て
、
高
効
率

の
生
産

設
備

へ
の
集
約
化
、
償
却
負

担
の
軽
減

、
価
格

の
相
対
的
安
定
化
と

い
う

か
た
ち
で
達

成
さ
れ

た
。産
構
法
に
基
づ

い
て
実
施

さ
れ
た
設
備

の
共

同
処
理
は
、
高
度
成
長
を
前

提
と
し
て
確
立
し

た
生
産
体
制
を
、
国
際
環
境

の
変
化

と
需
要

の

低
成
長
が
予
測
さ
れ
る
中
、
そ
れ
に
対
応
し
た

能
力

に
調
整
し
よ
う
と
し
た
産
業
調
整
政
策
で

あ
り
、
設
備
処
理

の
か
た
ち
を
と

っ
た
設
備
調

整

で
あ

る
。
産
構
法

で
は
、
業
界
を
資
本
や
生
産
関
係
に
基
づ

い
て
複
数

の
グ

ル
ー
プ

に
分
け
、
そ

の
グ

ル
ー
プ
を
基
礎
と
し
て
生
産
と
流
通

・
販

売

の
合
理
化
を
実
現
す
る
と

い
う
政
策
手
段
が
採

用
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、

当
時

の
石
油
化
学
工
業

に
お

い
て
、
企
業

の
合
併
等

に
よ
る
集

約
化
が
現

実
的
な
手
段
と
は
考
え
ら
れ
な
か

っ
た
た
め
で
も
あ
る
。
産
構
法

で
は
、
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合
併

や
退

出
に
よ
る
企
業
数
そ
れ
自
体

の
集
約
化
は
直
接
的

に
は
意
図
さ

れ
て

い
な

か

っ
た
が
、

そ
の
よ
う
な
グ

ル
ー
プ
単
位

で
の
対
応

の
経
験
か

ら
、
中
長
期
的

に
は
、
企
業
数

の
減
少
を
通
じ
た
集
約
化
が
期
待
さ
れ

て

い
た
。
八
七
年

の
産
構
法
解

除
後
、
折
か
ら

の
景
気

の
回
復
も
あ
り
、
石
油
化

学
企
業

は
設
備
拡
大
競
争
を
再
開
し
、
九

一
年
以
降

の
不
況

で
再
び
構
造

改
善

に
直

面
す

る
。

か

つ
て
の
産
構
法

の
よ
う
な
政
策
的
支
援
が
得
ら
れ

な

い
中

で
の
石
油
化
学

企
業

の
対
応
は
、
三
菱
化
学

や
三
井
化
学

の
誕
生

に
代
表

さ
れ
る
業
界
再

編
を
生

み
出
す

こ
と

に
な

る
。

し
か
し
、

こ
の
三

菱
化
学

や
三
井
化
学

の
よ
う
な
企
業
合
併

に
際
し

て
は
、
共
同
販
売
会
社

を
含
む

、
構

造
改
善
期

間
に
積
極
的

に
実
施
さ
れ
た

グ
ル
ー
プ
単
位
を
基

礎
と

し
た
資

本

・
生
産

関
係
の
調
整

が
、
そ
の
礎

石
の

一
つ
を
提
供
し

て

い
た
。
九
〇
年

代

の
業

界
再
編

に
対

し
て
も
、
産
構
法

は
こ
の
よ
う
な
か

た
ち
で
影
響

を
与
え

て

い
た
と
言
え

る
。

本
稿

で
は
、
設
備
処
理

の
共

同
行
為

に
焦
点
を
当

て
て
分
析
を
試

み
て

き
た
が
、
四

つ
の
共
同
販
売
会
社

に
よ
る
流
通

・
販
売
部

門
の
再
編

や
、

企
業

間
協

力
に
よ
る

コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
体
制

の
整
備

の
実
態
を
明
ら
か

に
す

る
こ
と
は
残
さ
れ
た
課
題
で
あ

る
。

(1
) 
伊
丹
敬
之

・
伊
丹
研
究
室

『日
本
の
化
学
産
業

な
ぜ
世
界
に
立
ち
遅
れ

た
の
か
』
N
T
T
出
版
、

一
九
九

一
年
、

一
〇
五
-

一
〇
八
頁
。
上
田
英

志

・
岩
本
晃

一
・
中
橋
靖

「
日
本
企
業
の

『過
当
競
争
』
」
『通
産
研
究
レ
ビ

ュ
ー
』
第
二
号
、

一
九
九
三
年
、

一
三
五
-

一
四
〇
頁
。
な
お
、
産
構
法
の

対
象

と
な

っ
た
全
業
種

の
構
造
改
善
を
概
観

し
た
も

の
と
し

て
、
三
菱
総
合

研
究

所
の
調
査
報
告

が
あ

る

(三
菱
総
合
研
究
所

『特
定
産
業
構
造
改
善
調

査
研
究
』

一
九
八
八
年

)。

(2
) 
伊

丹
敬
之

・
伊

丹
研
究
室

、
前
掲
書
、

一
〇
八
、

一
四
九
-

一
五
〇
頁
。

(3
) 

石
油
化
学
業
界
は
、
当
初

三
社

に
よ

る
共
販
体
制
を
求
め
た
が
、
市
場

シ

ェ
ア
の
基
準
か
ら
公

正
取
引
委
員
会

の
承
認

が
得
ら
れ
ず
、

四
社
体
制

に
変

更
し
た
と

い
う
経
緯

が
あ

る
。

こ
の
三
社
共
販

の
案

に

つ
い
て
は
、
合
理
化

の
目
的
が
十
分
に
達

せ
ら
れ
な
い
と

い
う

理
由

か
ら
、
通
商
産
業
省
も
否
定

的
で
あ

っ
た
。
ま
た
、
二
で
述
べ
る
よ
う

に
、
事
業
提
携

に
お
け
る
独
禁
法

の
適
用
除
外
も
認
め
ら
れ
ず

、
公
取
委
と
通
産
省
と

の
間

で
の
事
前
調
整
と

い
う

方
式
が
採
用
さ
れ
た
。
産
構
法
を

め
ぐ

る
通
産
省

の
産
業
政
策
と
公
取

委

の
競
争
政
策
と
の
関
係
に

つ
い
て
は
、
別
稿

に
て
扱

い
た

い
。

(4
) 

「
企
業

の
合
併
は
、
生
産
、
流

通
、
販
売
等

の
集
約
化

の
形
態
の
中

で
は
、

最
も
大
き
な
効
果
が
期

待
さ
れ
る
も

の
で
あ

り
、
積
極
的

に
推
進
さ
れ

る
べ

き
で
あ
る
が
、
石
油
化

学
工
業

に

つ
い
て
は
、

一
挙

に
そ
う

し
た
企
業

の
合

併
が
進
む
こ
と
は
あ
ま
り
期
待
で
き

な
い
。
し
た
が

っ
て
、
当
面
は
既
存
企

業

の
自
主
性
を
尊
重
し

つ
つ
、
共
販
会
社
を

設
立
し
、
あ

わ
せ
て
参
加
企
業

相
互

の
生
産
お
よ
び
流
通
の
合
理
化

・
効
率
化

を
図
る
こ
と

が
適
当

で
あ

ろ

う
。
こ
う
し
た
グ
ル
ー
プ
化
は
、
生
産
段

階
で
の
合

理
化

・
効
率
化
、
流
通

段
階

で
の
合
理
化
に
よ
る

コ
ス
ト
低
減

お
よ
び
販
売

面
で
の
過
当
競
争
是
正

を
目
的
と
す

べ
き

で
あ
る
」

(産
業

構
造
審
議
会
化
学

工
業
部
会
石
油
化
学

産
業
体
制
小
委
員
会
提
言

「石
油
化
学

工
業

の
産
業
体

制
整
備

の
あ
り
方

に

つ
い
て
」

一
九
八
二
年
、
第
二
章
第

四
節

)。

(5
) 

上

田

・
岩
本

・
中
橋

論
文
に
お

い
て
も

、
「当
時

の
日
本
に
お

い
て
政
策

介
入
な
く
し

て
調
整
が
円
滑
に
行
わ
れ
た
か
ど
う

か
定

か
で
は
な
い
」
と
、

こ

の
点

の
指
摘
が
み
ら
れ
る

(上
田

・
岩

本

・
中
橋

、
前
掲

論
文
、

一
三
九

-

一
四
〇
頁
)。

(6
) 

『公

正
取
引
』

三
七

二
号
、

一
九
八

一
年
、

五
三
頁
。
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論 文

(7
)
 
「中
長

期
的

に
は
、

こ
う

し
た
グ

ル
ー
プ
化

に
よ

る
集
約

化
が
軌
道

に
乗

る
に

つ
れ
て
、
主
導
的
企
業

(群
)
の
形
成
、
企
業

の
合
併

が
進

展
し
て
い

く

こ
と
が
期
待

さ
れ
る
」

(産

業
構
造
審
議
会
化
学

工
業

部
会
石
油
化
学
産

業
体
制
小
委
員
会
提
言
、
前
掲
資
料
、
第

二
章

第
四
節
)
。

(8
)
 
特
定

の
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
を
対
象
と
し
た
ケ
ー
ス

・
ス
タ
デ
ィ
と

し
て
、
徳

山
大
学
総
合
経
済
研
究
所

の
研
究
が
あ
る
。
周
南

コ
ン
ビ

ナ
ー
ト
を
構
成
す

る
各
企
業

の
合
理
化
と
事

業
展
開

の
状
況
を
記
述
し
て
い
る
が
、
そ
の
分
析

は
定
性
的
な
も

の
に
と
ど
ま

っ
て

い
る

(太
田
康
博

「
コ
ン
ビ

ナ
ー
ト
構
成

企
業

の
生
産
合
理
化
と
事

業
展
開
」
徳
山
大
学
総
合
経
済
研
究
所
編

『石
油

化
学
産
業
と
地
域
経
済

周
南

コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
を
中
心
と

し
て
』
山

川
出
版

社
、

二
〇
〇
二
年
、
第
二
章
)
。
本
稿
で
は
、
石
油
化
学
全

体

の
設
備
処

理

に
よ
る
合
理
化

の
実
態
と
機
能
を
、
定
量
的
な
観
点

に
比
重
を

お

い
て
分
析

を
試
み
て

い
る
。

(9
)
 
三
輪
芳
朗

『日
本

の
企
業
と
産
業
組
織
』
東

京
大
学

出
版
会

、

一
九
九

〇

年
、
二
四
二
頁
。
三
輪
芳
朗
氏
は
、
設
備
投
資

調
整
を
対
象

に
し
て
議
論

し

て
い
る
が
、
本
稿
で
は
設
備
処
理

の
調
整
ま
で
を
含

め
て
整

理
を

し
て

い
る
。

(10
)
 
鶴

田
俊

正

「高
度

成
長
」
小

宮
隆
太
郎

・
奥
野
正
寛

・
鈴
村

興
太
郎
編

『日
本
の
産
業
政
策
』
東
京

大
学
出
版
会
、

一
九

八
四
年
、
六
五
頁
。
鶴

田

俊
正
氏
も
、
設
備
投
資
調
整
を
議
論

の
対
象
と
し
て

い
る
が
、
こ
こ
で
は
設

備
処
理

の
調
整
ま
で
拡
大
し

て
整
理
を
行

っ
て

い
る
。

(11
)
 
後
藤
晃

『日
本

の
技
術
革
新
と
産
業
組
織
』

東
京
大
学
出
版
会

、

一
九
九

三
年
、

一
八
六
頁
。

(12
)
 
こ
こ
で

の

「
ア
ウ
ト
サ
イ
ダ
ー
」
と
は
国
内
企
業
の
こ
と

で
あ

り
、
海
外

企
業

の
存
在
は
指
し
て

い
な

い
。

(13
)
 
松
井
隆
幸
氏
は
、
特
安
法

の
分
析
に
基
づ
き

、
産
業

調
整

は
基

本
的

に
利

害
調
整
で
あ
り
、
企
業
間

の
調
整
が
政
策
全
体
の
流
れ
を
制
約
す

る
と

し
て

い
る
。
そ
し

て
、
政
策

の
実
効
性
を
担
保
す
る
も
の
と
し
て
、
法

的
強

制
力

で
も
金
銭
的
助
成
で
も
な
く
、
政
策
が
業
界
に
依
存

し
て
形
成

さ
れ
る
こ
と

そ

の
も

の
に
求

め

て
い
る

(松
井
隆
幸

『戦
後

日
本
産
業
政
策

の
政
策

過

程
』
九
州
大

学
出
版
会
、

一
九
九

七
年
、

一
一
六
頁
)
。
橘
川
武
郎

氏
は
、

高
度
成
長
期

の
石
油
化
学
工
業

に
関
す
る
産
業
政
策

の
ケ
ー
ス

・
ス
タ
デ
ィ

に
基
づ
き

、
「企
業

の
ビ

ヘ
イ
ビ

ア
に
合
致
す

る
産

業
政
策
は
成
功
す

る
が
、

合
致
し
な

い
政
策
は
失
敗
す
る
」
と
、
産
業
政
策
が
企
業
の
自

主
性
を
尊
重

す
る
か
た
ち

で
形
成
さ
れ
る

こ
と

の
重
要
性
を
指
摘
し
て

い
る

(橘
川
武
郎

「産
業
政
策

の
成
功

と
失
敗
」
伊
丹
敬
之

・
加
護

野
忠
男

・
宮
本

又
郎

・
米

倉
誠

一
郎
編

『ケ
ー

ス
ブ

ッ
ク
日
本
企
業

の
経
営
行
動

第

一
巻

日
本
的

経
営

の
生
成
と
発
展
』
有
斐

閣
、

一
九
九
八
年
、

四
〇
二
頁
)。
産
構
法

下

の
石
油
化
学
を
対
象

に
し
た
本
稿

の
分
析
で
も
、
過
剰
設
備
を
処
理
す
る
に

あ
た

っ
て
、
業
界
内

で
十
分
な
検
討
が
事
前
に
な
さ
れ
た
こ
と
が
、
現
実
的

な
構
造
改
善
計
画

の
作
成
と
そ

の
高

い
達
成
成
果
を
可
能
に
し
て

い
る
こ
と

が
指
摘

で
き
る
。
業
界
内

の
調
整
に
関
し
て
は
、
各
企
業
の
利
害
状
況

の
相

違
も
あ

り
、
最
初
か
ら
統

一
し
た
見
解
が
あ
る

こ
と

は
少

な
く
、
「
総
論
賛

成

・
各
論
反
対
」

の
傾
向
は

一
般
に
み
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。
こ

の
よ
う
な

業
界
内

の
利
害

の
調
整
を
行
う
場
と
し

て
、
産
業
構
造
審
議
会

な
ど
政
府
が

提
供
す

る
官
民
ネ

ッ
ト

ワ
ー
ク
が
あ
る
。
小
宮
隆
太
郎
氏
は
、
不
況
産
業
対

策

に
お
け

る
審

議
会
等

が
果
た

し
た
情
報
交
換

と
相
互

説
得

の

「情
報

機

能
」
を
、
産
業
政
策

の
効
果
と
し

て
強
調
し
て

い
る

(小
宮
隆
太
郎

『日
本

の
産
業

・
貿
易

の
経
済
分
析
』
東
洋
経
済
新
報
社
、

一
九
九
九
年

、
八
〇
-

八

一
頁
)
。(

14
)
 
伊
藤
元
重

・
清
野

一
治

・
奥
野
正
寛

・
鈴
村
興
太
郎

「市
場
の
失
敗
と
補

正
的
産
業
政
策
」
小
宮

・
奥
野

・
鈴
村
編
、
前
掲
書
、
二
二
六
-

二
二
九
頁
。(

15
)
 
産
構
法

の
枠
組
み

の
説
明
は
、
通
商
産
業
省
産
業
政
策
局
編

『産
構
法
の

解
説
』
通
商
産
業
調
査
会
、

一
九
八
三
年
、
五
七
-

五
八
頁
に
拠
る
。(

16
)
 
P
A
P
の
内
容
は
、
構
造
不
況
業
種

に
お

い
て
は
、
過
剰
設
備

の
漸
進
的

廃
棄

に
よ
る
縮
小
と
新
規
投
資

や
技
術
開
発
に
よ
る
活
性
化
の
両
面
か
ら
な

る
政
策
が
必
要

で
あ
り
、

こ
の
よ
う
な
産
業
調
整
は
、
開
放
経
済
体
制

の
下
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で
、
限
ら
れ
た
期
間

の
中
で
進
め
る
べ
き
と

い
う

も
の
で
あ
る

(内

田
公

三

『経

団
連
と
日
本
経
済

の
五
〇
年
』
日
本
経
済
新

聞
社
、

一
九
九
六
年
、

一

三
六
頁
)
。

(17
)
 
共
販
会
社
制
度
は
、
産
構
法

の
ポ
リ
オ
レ
フ
ィ
ン
事

業
の
構
造

改
善
計

画

に
基
づ
き
、
事
業
提
携
計
画
を
通
産
大
臣
に
申
請

し
承
認
を
受

け
る
形
式
を

と

っ
た
が
、
法
的

に
は
独
禁
法
上
認
め
ら
れ
た
制
度
で
あ

っ
た
。
そ
の
た
め
、

八
七
年

の
産
構
法

の
期
限
切
れ
と
と
も
に
、
四
社
共
販
制
度
が
自

動
的

に
解

体
さ
れ

る
こ
と
は
な
く
、
共
販
会
社
制
度
は
八
三
年
に
実
施
さ
れ
て
か
ら
九

五
年
ま

で
存
続
し
た
。

こ
の
共
販
会
社
制
度
が
崩
壊
す
る
契
機

と
な
る
の
は
、

九
四
年

一
〇
月

に
三
菱
化
成
と
三
菱
油
化
の
合
併

に
よ

っ
て
三
菱

化
学

が
誕

生
し
、
両
社

で
構
成
し

て
い
た
共
販
会
社
ダ
イ
ヤ
ポ
リ

マ
ー
が
解
散

し
た
こ

と

で
あ

る
。

(18
)
 
税
制

に
つ
い
て
は
、
以
下

の
特
例
が
設
け
ら
れ
た
。
(1)
活
性
化

に
資

す
る

設
備
投
資

に
係
る
設
備

に
対
す
る
特
別
償
却

(初
年
度

一
八
%
、
た
だ
し
建

物
等

は
八
%
)、
(2)
過
剰

設
備

廃
棄
に
伴
う
除
却
損

に
係
る
欠
損
金

の
繰
越

控
除
期

間
延

長

(
一
〇
年
間
、
本
則

五
年

間
)、
(3)

産
業
体
制
整
備

に
資
す

る
現

物
出
資

に
よ
り
取
得

し
た
株
式

に
係
る
課

税

の
特
例

制
度

(圧
縮

記

帳
)

の
創
設
、

(4)
産
業
体
制
整
備
に
資
す
る
合
併

・
現
物
出
資

・
営
業

譲
渡

等

に
係

る
登
録
免
許
税

の
軽
減

(本
則
税
率

の
三

〇
%
軽

減
)、
(5)
産
業
体

制
整
備

に
関
す
る
現
物
出
資

・
営
業
譲
渡
等
に
よ
り
取
得
す
る
不
動
産

に
係

る
不
動
産
取
得
税

の
軽
減

(六
分

の

一
)。

財
政
投
融
資
等

に
つ
い
て
は
、
以
下

の
措
置
が
採
ら
れ
た
。
(1)
基
礎
素
材

産
業

の
活
性
化
設
備
投
資
に
対
す
る
低
利
融
資

制
度

の
新
設

(日
本
開
発
銀

行

の
構

造
改
善
枠
、

八
三
年
度

一
五
〇
億
円
、
特

利
七

・
三
-

八

・
三

%
)、

(2)

エ
ネ

ル
ギ
ー
有
効
利
用
融
資
、
産
業
技
術
振
興
融
資
等
の
既
存

制
度
の
拡

充

・
活

用

(日
本
開
発
銀
行
)
、
(3)
基
礎
素
材
産
業

の
設
備
処
理

に
伴

い
必

要
と
な

る
運
転
資
金

に
対
す
る
低
利
融
資
制
度

の
新
設

(金
融
債

引
受
措

置
、

八
三
年
度

一
〇
〇
億
円
)
、
(4)
特
定
産
業
信
用
基
金

の
活
用

(債
務
保
証

の

対
象
範
囲
を
担
保
解
除
資
金
、
退
職
金
、
設
備
処
理
金

等
に
ま
で
拡
充
す

る

と
と
も

に
、
再
保
証
率

の
引
き
下
げ

(三
分

の
二
↓
二
分
の

一
)
等
保

証
条

件

の
改
善
を
図
る
)。

雇
用

に
対
す
る
対
策
と

し
て
は
、

「特
定

不
況
業

種

・
特
定
不
況
地
域

関

係
労
働
者

の
雇
用

の
安
定

に
関
す
る
特
別
措
置
法
」
お
よ
び

「特
定
業
種

関

連
地
域
中
小
企
業
対
策
臨
時
措
置
法
」
を
制
定
し
、
産
構
法
と
密
接

な
連
携

を
確

保
す

る
こ
と
に
よ
り

、
雇
用

の
安
定

等

へ
の
配
慮
が

な
さ
れ

て
い
る

(通
商
産
業
省
産
業
政
策

局
編

、
前
掲
書
、

六
三
、
六
六
-
六
七
頁
)。

(
19
)
 
構
造
改
善
計
画

の
概
略
は
、
通
商
産
業
省
産
業
政
策
局
編
、
前
掲
書

、

一

〇
二
-

一
〇
四
頁

に
拠
る
。

(
20
)
 
共
同
行
為

の
指
示
を
得
た
業
種
と
し
て
、
こ

の
他
に
塩
化
ビ

ニ
ル
産
業

が

あ

る
。

し
か
し
、
塩
化
ビ

ニ
ル
産
業
は
、
企
業
構
成

の
点
で
他

の
業
種

と
や

や
性
質
を
異

に
す
る
た
め
、
本
稿
で
は
、
塩
化
ビ

ニ
ル
産
業
を
除

い
た
四
業

種

・
六
製
品
を
分
析

の
対
象
と
し
た

い
。

(
21
)
 
需
給
協
議
会

で
の
需
給
見
通
し

の
数
値
は
、
通
商
産
業
省

『石
油
化

学
産

業
体
制
小
委
員
会
資
料
』

一
九
八
二
年
に
拠
る
。

(
22
)
 
生
産
能
力
は
、
年
産
能
力
と
し
て
示
さ
れ

て
い
る
。
以
後

の
表
記
で
は
、

年
産
を
省
き
、
ト

ン
数

の
み

の
表
示
と
す
る
。

(
23
)
 
「最
終
答
申
」

に
お
け
る
八
五
年

の
見
通

し
で
は
、
内
需

四
〇
五
万

ト
ン
、

輸
出

二
五
万
ト

ン
、
輸
入
五
〇
万
ト

ン
、
生
産
三
八
〇
万
ト

ン
と
な

っ
て

い

る
。

一
方
、
「中
間
答
申
」

の
見
通
し
は
、
内

需
四
三
〇
万
ト

ン
、
輸
出

三

〇
万
ト

ン
、
輸
入
五
〇
万
ト

ン
、
生
産
四

一
〇
万
ト

ン
と

い
う
見
通
し
に
な

っ
て
い
る
。

(
24
)
 
『化
学
経
済
』

一
九
九
四
年

一
月
号
、

八
四
頁
。

(
25
)
 
以

下
の
H
D
P
E
と

L
D
P
E
の
調
整
過
程

は
、

『化
学
経
済
』

一
九

八

三
年
七
月
号
、

四
六
頁

の
記
述

に
拠
る
。

(
26
)
 
ベ
ス
ト

・
シ

ェ
ア
基
準

や
設
備
枠

の
融
通
は
、
す
で
に
八
二
年

一
〇
月
、

エ
チ
レ
ン

・
セ
ン
タ
ー

一
二
社
社
長

の
欧
州
訪
問

の
際
に
、
主
要
な
検

討
課
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論 文

題
と
な

っ
て

い
た

(
『化

学
経
済
』

一
九
九

四
年

一
月
号
、
八
四
頁
、

お
よ

び
徳
久
芳
郎
氏

(元
三
菱
化
学
顧
問
)

へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

(二
〇
〇

一

年

一
二
月
五
日
)

に
基
づ
く
)。

(27
)
 
通
商
産
業
省
産
業
政
策
局
編
、
前
掲
書
、
三
〇
三
頁
。

(28
)
 
同
書
、
五
九
頁
。

(29
)
 
以
下

の
記

述
は
、
『化
学

経
済
』

一
九
八
三
年

八
月
臨
時
増
刊
号
、

四
〇

頁
、
お
よ
び
同
八
四
年
八
月
臨
時
増
刊
号
、
四
二
頁
に
拠

る
。

(30
)
 
構
造
改
善
期
に
廃
止
な

い
し
休
止

の
い
ず
れ
を
選
択
す

る
か
は
、
各
企
業

が
直
面
す
る
経
営
課
題
に
依
存
し
、
個
別

・
具
体
的
な
解
明

は
今
後

の
課
題

で
あ
る
が
、

一
般
的
に
廃
止
で
は
な
く
休
止
が
選
択
さ
れ
た
要
因
と

し
て
は
、

次

の
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。
(1)
地
元

(知
事

や
県
議
会

)
と

の
関
係
、

(2)
借
入
金

の
担
保

(工
場
財
団
)

の
関
係
、
(3)
労

働
組
合
と

の
関
係

、
(4)
硫

黄
酸
化
物
な
ど
排
出
枠

(汚
染
権
)
の
関
係
、
(5)
決
算
上

の
関
係

(除
却
損

の
発
生

に
耐
え

ら
れ
な

い
)

の
五

つ
で
あ
る

(
『化
学
経
済
』

一
九
九

四
年

一
月
号
、
八
五
頁
)。

徳
久
芳
郎
氏

へ
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
調
査

(二
〇
〇

一
年

一
二
月

五
日
)

に
よ

る
と
、
こ

の
五

つ
の
要
因

の
う
ち
で
、
多

く
の
企
業

か
ら
重
視

さ
れ
た
の
が

(4)

の
排
出
権

の
確
保
で
あ

っ
た
。

い
っ
た
ん
設
備
を
廃
止
す

る
と

、
そ
こ
に

新
し

い
設
備
を

つ
く
る
際

の
環
境
上
の
枠

が
失

わ
れ
る
。

そ
の
た

め
、
立
地

上

の
設
備
枠
を
確
保
す
る
目
的
で
休
止
を
選
択
し
た
の
で
あ

る
。
な

お
、
(1)

の
地
元
と

の
関
係
と
は
、
主
と
し
て
固
定
資

産
税

の
問
題

の
こ
と

で
あ
り
、

地
方
政
府

の
利
害
に
関
わ
る
も

の
で
あ
る
。

(31
)
 
三
菱
油
化
は
、
結
果
的
に
は
自
己
完
結
的

に
設
備
処
理
を
行

っ
て
い
る
。

三
菱
化
成
か
ら
二
万
ト
ン

の
能
力
枠
の
融

通
を
受

け
て
い
る
が
、

一
年
後

に

出
光
石
油
化
学
と

の
生
産
受
委

託
の
関
係

か
ら
同
社

に
二
万

ト
ン
の
枠
融
通

を
行

っ
て
お
り
、
設
備
枠

の
純
増
は
な

い
か
ら
で
あ

る
。

(32
)
 
徳
久
芳
郎
氏

へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

(二
〇
〇

一
年

一
二
月

五
日
)

に
基

づ
く
。
徳
久
氏
の
発
言
に
よ
れ
ば
、
設
備
枠
を
融
通
す

る
企
業
は
、
そ

の
見

返
り
と
し

て
何
ら
か

の
対
価
を
得

て
い
た
。
そ

の
内
容
は
事
例
ご
と
に
異
な

り
、
詳
細
は
現
在

の
と

こ
ろ
不
明

で
あ
る
。

(33
)
 
以

下
の
誘
導
品

の
設
備
枠
と
そ

の
融
通
に
関
す
る
デ
ー
タ
は
、
通
商
産
業

省
基

礎
産
業

局
化
学

課
資
料

「設
備

処
理
状
況
」

(『産
構
法

エ
チ

レ
ン
設

備
』

フ
ァ
イ

ル
所
収
)

に
拠
る
。

(34
)
 
重
化
学
工
業
通
信
社

『日
本

の
石
油
化
学
工
業
』

一
九
八
八
年

、
五

一
九

-

五
二

一
、
五
二
八
-
五

二
九
頁
。

(35
)
 
八

二
年

の
時
点

に
お
け

る
浮
島

工
場

・
一
号
機

(日
本
石
油

化
学

が
運

営
)

の
生
産
効
率
は
悪
く
、
他

の
プ
ラ

ン
ト
の
定
期
修
理
時
に
お
け
る
補
助

的
な
位
置
づ
け

で
し
か
な
か

っ
た
た
め
、
極
端
に
低

い
稼
働
率
を

示
し
て

い

る
。
構
造
改
善
期

に
は
、
同
プ
ラ

ン
ト
に
対
し
総
額
九
六
億
円
を

投
じ
た
大

規
模
な
省

エ
ネ
工
事
計
画
を
実
施
し
、
後
述
す
る
よ
う

に
、
合

理
化

の
代
表

的
事
例
と
な
る

(重
化
学
工
業
通
信
社

『日
本
の
石
油
化

学
工
業
』

一
九
八

六
年
、

一
六
八
頁
)
。

(36
)
 
新
大
協
和
石
油
化
学
と
大
阪
石
油
化
学
の
処
理
量
は
、
設
備
枠

の
融
通
を

受
け
る

こ
と
で
軽
減
さ
れ

て
い
る
こ
と
を
鑑
み
れ
ば

、
経
済
効
率

の
損
失

は

設
備
枠

の
融
通
が
な

い
と
き
と
比
較
し
て
多
少

は
緩
和

さ
れ
た
と
考
え

ら
れ

る
。

(37
)
 
内
訳
は
次

の
通
り

で
あ
る
。
(1)
原
料
原
単
位

の
向

上

(
エ
チ
レ
ン
の
収
率

が
六

・
七
%
上
昇
)
…
年
三
九
億
円
、
(2)
原
料
多
様
化

に
よ
る
原
料

コ
ス
ト

の
低
減

(L
P
G
混
焼
に
よ
る
原
料

コ
ス
ト
の
低
減

)
…
年

一
三
億
円
、
(3)

エ
ネ

ル
ギ
ー
原
単
位

の
向
上

(C
重
油
の
原
単
位
向

上
)
…
年
九

億
円

(通

商
産
業

省
基
礎
産

業
局
化

学
課

『産
構

法

エ
チ

レ

ン
設
備
』

フ

ァ
イ

ル
よ

り
)
。

(38
)
 
原
価
率

の
低
下
に
関
し
て
、
原
料
価
格
の
低

下
と

生
産

の
合
理
化
効

果
と

の
数
量
的
な
区
別
は
、
今
後

の
課
題
と
し
た
い
。

(39
)
 
経
常
利
益
変
化

の
分
解
式
に

つ
い
て
は
、
北
井
義
久

「
石
油
化
学

工
業

の

収
益
動
向
と
企
業

の
対
応
」
日
本
長
期
信
用
銀
行
調
査
部

『調
査
月
報
』

一
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経営史学 第37巻第3号

八
〇
号
、

一
九

八
〇
年
、

四
〇
頁
を
参
考

に
し
た
。

(
40
)
 
こ
の
こ
と
は
、
対
象
企
業

に
総
合
化
学
企
業
で
あ
る
住
友
化
学
、
三
菱
化

成
、

昭
和
電

工
を
含
む

た
め
に
、
化
学

製
品
物
価

指
数
を

用

い
た

五
社

の

ケ
ー
ス
よ
り
も
、
総
合

石
油
化
学
企
業

で
あ
る
三
菱
油
化
と
三
井
石
油
化
学

の
二
社
を
対
象
と

し
た

ケ
ー
ス
の
方
が
顕
著
で
あ
る
。

二
社

の
ケ
ー

ス
で
は
、

エ
チ
レ
ン
な
ど
を
対
象

に
し
た
基
礎
石
油
化
学
製
品

の
物
価
指
数
と
、
ポ
リ

エ
チ
レ
ン
な
ど
を
対
象

に
し
た
合
成
樹
脂

の
物
価
指
数

の
加
重
平
均
を
用

い

て

い
る
た
め
に
、
当
該
期

間
の

エ
チ
レ
ン
や
低

・
高
密
度
ポ
リ

エ
チ

レ
ン
の

価
格

の
実
態
を

よ
り
反
映

し
た
と
考
え
ら
れ
る
。

(
41
)
 
国
産
ナ
フ
サ
価
格

は
、
八
三
年

四
月

の
ナ
フ
サ
輸
入

の
自
由
化
以
降
、
国

際

価
格
と
連
動

す
る
よ
う

に
な
り
、
傾
向
的
な
低

下
を
示
す
よ
う

に
な
る
。

本

稿
で
は
国
産

ナ
フ
サ
価
格

の
み
を
指
標
と
し

て
い
る
が
、
両
者

の
価
格
差

は
し
だ

い
に
縮
小
し
て
お
り
、
価
格
比

の

一
般
的

な
傾
向
を
知

る
上

で
は
問

題
は
な

い
と
考
え

る
。

(42
)
 
共
同
販
売
会
社
を
中
心
と
し
た
流
通

・
販
売
過
程

の
分
析
は
、
今
後

の
課

題
で
あ
り
、
別
稿
に
て
扱

い
た

い
。

(43
)
 
な
お
、
設
備
過
剰
と
認
識
さ
れ
ず
、
設
備
処

理
の
対
象

と
な

ら
な
か

っ
た

ポ
リ
プ

ロ
ピ

レ

ン
に

つ
い
て
は
、
生
産

能
力

の
拡
大

が
あ

り
、
若
干

の
稼
働

率

の
低
下
が
み
ら
れ
る
。

(44
)
 
エ
チ

レ
ン
グ
リ

コ
ー

ル

(
エ
チ
レ
ン
オ
キ
サ
イ
ド
の
誘
導
体

)
や
ス
チ
レ

ン
モ
ノ
マ
ー
な
ど
は
、
液
体
製
品
で
あ
る
た
め
、
輸
送
が
簡
単

で
、
ま

た
品

質
に
も
差

の
な

い
商
品

で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
国
際
商
品
化
し
や
す
く

、
安

値
輸
入
品

の
攻
勢
に
さ
ら
さ
れ
て

い
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
低

・
高
密
度

ポ

リ

エ
チ

レ
ン
は
固
体

で
あ
り
、
ま
た
品
質
に
差

別
化
が
可
能
な
商

品
で
あ

る

た
め

、
安

値
輸

入
品

の
市
場

へ
の
浸
透

は
そ
れ

ほ
ど
大
き

く
は
な
か

っ
た

(徳
久

芳
郎

『化

学
』

日
経
産
業

シ
リ
ー
ズ
、

一
九

八
六
年
、

一
〇
八
頁
)
。

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
ポ
リ

エ
チ
レ

ン
分
野
で
も

安
値
輸
入
品
の
わ
ず
か
な
浸

透
が
大
き
く
扱
わ
れ
た

の
は
、

一
つ
に
は
需
要
家
が
そ
れ
を
理
由
に
価
格
の

引
き

下
げ

を
要
求
す

る
こ
と

で
あ

る
が
、
よ
り
本
質
的
な

こ
と
は
需
要

に
比

し
て
過
度
の
供
給
能
力
を
所
持
し

て
い
る
た
め
、
常

に
シ

ェ
ア
の
維
持

・
拡

大
と
固
定
費
の
軽
減
を
求

め
て
、
増
産
す

る
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
あ
る
た
め

と
考
え

ら
れ
る
。

(45
)
 
『化
学
経
済
』

一
九
八
七
年
九
月
号
、
四
六
頁
。

(46
)
 
堀
内
俊
洋

「合
繊
産
業

に
お
け
る
設
備
処

理
と
共
同
行
為
」

『日
本
経
済

研
究
』

一
九
八
五
年

、
第

一
四
号

、
三
四
-

三
七
頁
。
堀
内
俊
洋
氏

の
回
帰

モ
デ
ル
で
は
、
説
明
変
数

と
し
て
、
産
業
全
体

の
稼
働
率

に
対
す

る
企
業

の

相
対
稼
働
率
を
用

い
て

い
る
。
本
稿

の
分
析

で
も

、
相
対
稼
働
率
を
用

い
た

推
計
を
試
み
、
稼
働
率

を
説
明
変
数
と

し
た
場
合
と

同
様

の
結
果
を
得

て
い

る
。
こ

の
た
め
、
表
14
-

16
で
は
、
稼
働
率

の
方
を
示

し
て

い
る
。

(47
)
 
設
備
処
理
率
を
被
説
明
変
数
と
す

る
推
計

で
は
、
処

理
率

が

一
〇
〇
%
と

な
る
企
業

に

一
の
値
を
と
る
処
理
率

ダ
ミ
ー
を
挿
入
し
て

い
る
。
こ
れ

は
、

設
備
シ

ェ
ア
の
相
対
的
に
小
さ

い

一
部
企
業
が

一
〇
〇
%
と

い
う
高

い
値
を

示
す

こ
と

の
影
響
を
除
去
す
る
た
め
で
あ
る
。

(48
)
 
ス
チ

レ
ン
モ
ノ
マ
ー
業
界
は
、
八
五
年

一
月
に
産
構
法

の
業
種
指
定
を
受

け
、
同
年
中

に
設
備
処
理
を
し
た
業
界
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
ス
チ
レ
ン
モ

ノ
マ
ー

に
限
り
、
稼
働
率
は
八
四
年
時
点

の
数
値
を
用

い
て
回
帰
分
析
を

し

て
い
る
。
八

二
年

の
平
均
稼
働
率
は
、
六
六

・
七
%

(最
低
四
五

・
〇
%
、

最
高
九

三

・
八

%
)

で
あ
り
、
八
四
年

の
そ
れ
は
、
八
五

・
二
%

(最
低

六

八

・
〇
%
、
最
高
九
六

・
七
%
)
で
あ
る
。
八
二
年

の
時
点
で

の
稼
働
率

を

用

い
て
回
帰
分
析
を
試
み
る
と
、

(2
)
(3
)
(4
)
式

の
モ
デ
ル
で
稼
働
率

は

符
号
条
件
を
満
た
し
、
五
%

の
水
準
で
有
意
と
な
る
。
係
数

の
値
は
、
そ
れ

ぞ
れ

-
〇

・
八
五

一
、

-
〇

・
六
五
〇
、

-
〇

・
五
六
六
で
あ
る
。
た
だ
し
、

(
3
)
(
4
)式

で
は
、
処
理
率
が

一
〇
〇
%
を
示
す
四

つ
の
サ

ン
プ
ル

(S
M

=
2
、

P
P
=
2
)
を
除
去
し
た
場
合

で
あ
り
、
含
め
た
場
合
に
は
係
数
の

絶
対
値

は
低

下
し
、
有
意
性
も
失
わ
れ
る
。

(は

し
も

と

・
の
り

ゆ
き

東

京

大

学

大

学

院

)
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CAPACITY REDUCTION AND JOINT ACTION IN THE JAPANESE 

PETROCHEMICAL INDUSTRY

Noriyuki Hashimoto

University of Tokyo

The purpose of this paper is to clarify the function and performance of joint 

action (cartelization) to reduce excess capacity in the Japanese petrochemical 

industry, which was based on the Temporary Measures Law for the Structural 

Adjustment of Specific Industries, enacted in 1983.

In this paper, we would like to propound a view that the cartel approach can 

make industrial adjustment smooth by showing the structure of dealing with 

excess capacity on joint action, and the contribution it makes to promoting 

productivity. We would also like to consider the conditions for supporting this 

adjustment style.

The main conclusions of this paper are the following four points:

First, joint action made it possible to escape from a •gprisoner's dilemma•h in 

reducing excess capacity. This led to concentration of production, reduction of 

depreciation cost, and relative stabilization of prices.

Second, this joint action required security: a relaxation of the criteria of 

facilities disposal, such as a lowering of the accomplishment rate, adoption of a 

best-share style, and trading of capacity limits.

Third, the capacity share basically determined the share of disposal, but in 

proportion to the rate of operation the burden of disposal was reduced. 

Economic loss in pro-rata style was avoided to some extent.

Fourth, and last, there was a difference in the explanatory factor for the 

facilities disposal rate between the cartel and the non-cartel group. Similarly, 

there was a difference in their respective disposal rates. In the cartel group 

(ethylene, LDPE, HDPE), on the one hand, the rate of operation mainly 

determined the disposal rate. In the non-cartel (PP, EO, SM), on the other hand, 

the capacity share was the main determining factor. We confirmed statistically 

that the disposal rate of the cartel group was higher than that of the non-cartel 

group.


